
 1 

平成 ２９年 第 １ 回 筑前町議会定例会会議録 

招集年月日 平成 ２９年  ３月  ２日（木） 

招集の場所 筑前町役場議会議場 

開   会 平成 ２９年  ３月  ７日（火）  １０時 ００分 

散   会 平成 ２９年  ３月  ７日（火）  １５時 ３９分 

出 席 議 員 

議 長  矢 野   勉     １番  深 野 良 二 

２番  田 口 讓 司     ３番  横 山 善 美 

４番  山 本 一 洋     ５番  奥 村 忠 義 

６番  木 村 博 文     ７番  石 丸 時次郎 

８番  桒 野 光 雄     ９番  山 本 久 矢 

    １０番  川 上 康 男    １１番  福 本 秀 昭 

    １２番  梅 田 美代子    １３番  一 木 哲 美 

    １４番  河 内 直 子    １５番  田 中 政 浩 

出席議員数 １６名 

欠 席 議 員 な し 

地方自治法 

第１２２条 

の規定によ 

り説明の為 

に出席した 

者の職氏名 

 

町   長  田 頭 喜久巳    副 町 長  中 野 髙 文 

教 育 長  大 雄 信 英    総 務 課 長  入 江 哲 生 

企 画 課 長  岩 下 定 徳    財 政 課 長  藤 本 英 明 

税 務 課 長  美 根   勉    住 民 課 長  大 武 一 幸 

健 康 課 長  神 本 浩 美    環境防災課長  林   浩 嗣 

建 設 課 長  原 口 博 文    都市計画課長  重 信 英 志 

農林商工課長  近 藤 亮 太    上下水道課長  川 波   剛 

福 祉 課 長  久 家 和 文    こども課長  亀 田 美 香 

教 育 課 長  森 部 純 一    生涯学習課長  松 尾 和 彦 

 

欠 席 者 な し 

本会議に職 

務のために 

出席した者 

の職氏名 

議会事務局長         議会事務局主査 

        倉 掛 俊 一        石 橋 さやか 



 2 

 

 

 

議 事 録 

 

 

平成２９年第１回定例会 

 

 

［一般質問］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年３月７日（火） 

 

 



 3 

 開  議  

 議  長  皆さんおはようございます。 

 本日の出席議員は１６人につき、定足数に達しております。 

 これから、本日の会議を開きます。 

（１０：００） 

 日程第１   

 議  長  日程第１ 一般質問を行います。 

 質問の通告があっておりますので、順次発言を許します。 

７番 石丸時次郎議員 

 石丸議員  おはようございます。 

 通告に従い、順次質問をします。 

 少しまだ風邪気味で鼻声になっておりますので、聞きづらいところがあるかと思い

ますが、一生懸命質問していきたいと思います。 

 まず、１点目の公営住宅建て替え事業による明け渡し請求等に関する問題点につい

て、質問をします。 

 本町の公営住宅の多くは時間の経過とともに、施設の老朽化、生活様式の多様化、

入居者の高齢化など、公営住宅を取り巻く環境変化への対応が懸案事項となっていた

ことから、平成１７年度公営住宅の的確な整備と計画的な管理を図るため、筑前町町

営住宅ストック総合基礎調査を行い、平成２２年度住宅建て替え調査を実施、夜須地

区の老朽化した公営住宅の建て替えの基本方針が作成され、平成２７年５月、篠隈団

地完成に至ったところです。本町の懸案事項でありました公営住宅問題も一定の目処

がついたのではと思っています。 

 その一方で、新たな問題も起こっています。新しい住宅への移住を希望されない入

居者に係る問題です。 

 町長にお聞きします。 

 公営住宅建て替え事業に伴い、除却対象住宅の入居者が明け渡しに応じない現状に

ついて、どのように捉えてあるのかを、まずお聞きしたいと思います。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 町長ということですけれど、事務方のほうから説明させていただきます。 

 議員、今述べられましたように、町の大きな方針としましては、平成１７年度に公

営住宅の的確な整備と計画的な管理を図るため、筑前町町営住宅ストック総合基礎調

査を行い、また平成２３年度には筑前町町営住宅長寿命化計画を策定し建て替え、個

別改善、用途廃止を行うこととなっており、この方針に基づき現在事業を進めている

ところです。 

 この中で、議員ご質問でございますが、本町の建て替え事業につきましては、公営

住宅法に基づく任意建て替え事業でございますので、法令、条例等に抵触しない限り

明け渡し請求権が与えられていません。また、借地借家法の関連から正当な事由がな

い限り、法的な契約解除ができないこととなっております。 

 町営住宅は、公営住宅法及び借地借家法が適用され、借地借家法には借主保護が適

用され、保護には非常に強いので熾烈に争われるケースが多いようです。 

 この正当な理由の判断は、個々の事情を勘案し、その１件１件を裁判所が判断する

ことになります。 

 このことから移転を強制することはできないことの判断から、職員が個別に事情を

お聞きしながら移転を進めている状況でございます。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 
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 石丸議員  この事案についてはですね、以前私は質問したと思うんです。 

 ただ今の回答はですね、これまでの回答と全く同じです。 

 まず、個々の事情を最大限尊重しなければならない、また、本町の住宅建て替え事

業は、先ほど課長が言われたようにですね、なかなか明け渡し請求権が与えられてい

ない、そのようなことから難しい問題もあろうかと思います。 

 そこでは、特に正当な事由がない限り貸主側の一方的な契約解除ができない。こう

いうことですね。 

 とりわけ私も思うんですが、個々の事情を最大限に尊重しなければならない、その

ことはそのとおりだというふうに思っています。が、反面、入居者の安全面では不安

を感じています。 

 町の施策はすべからず地域住民が安心して、安全に生活できるよう講じることが至

上命題であろうと考えます。 

 そこでお聞きします。 

 入居者の安全確保のための対策はできているのでしょうか。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 安全確保についてでございますが、公営住宅法の耐用年数は超えているところもご

ざいますが、公営住宅としての機能は有しておると考えておるところです。入居者の

情報提供や要望に応え、安全性に配慮しているところでございます。以上です。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  それではもう少しですね、この安全対策について、具体的にお聞きをします。 

 本事案に対する町の対応は、これから先も老朽化した住宅に住み続けることを容認

したことになります。つまり町が責任をもって管理しなければならないということに

なりますが、入居者の安全性の確保から耐震診断等を行う考えはあるのか、お聞きし

ます。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 町営住宅の耐震診断は、現在のところ診断調査をする予定は、今現在のところあり

ません。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  耐震診断を行う考えはないということですね。 

 ということは、現状のままで大丈夫ということでしょうか。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 耐震診断、通常一般家屋につきましては、建築基準法が昭和５６年、改正前と改正

後で耐震基準が変わっております。 

 民間住宅におきましても、耐震住宅補助とかを提供しながらも取り組んでおります

けれど、耐震診断をしないから大丈夫か、大丈夫でないか、ということにつきまして

は、今後の取り組みの中で検討をしていく必要があるのではないかと思っています。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  耐震診断を行わなくても大丈夫だということだと思いますが、その大丈夫という根

拠を示していただけませんか。こうだから大丈夫なんだということを。 

 私は、課長先ほどちょっと言いましたけども、耐用年数をはるかに超えているとい

うことでしたので、本当にそういう耐震診断などを行わなくてですね、大丈夫と言い

きれるのかという心配があるもんですから、大丈夫だというその根拠ですね、それを

示してください。 
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 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  根拠ということにつきましては、持ち合わせておりませんけれど、耐震診断をすれ

ば、例えば民間の今あってます耐震診断、評点１．０以下であれば、震度６とか等の

地震があったときには倒壊する可能性が出てくると、そういうことが言われておりま

すが、耐震に耐えうるかどうかということは、実質問題とすれば耐震診断をしてみな

いと分からないという状況でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  仮にですよ、仮に、今の老朽化した住宅に住み続けることがどうであるかというこ

とで、仮にですよ、耐震診断を行った場合、当然その経費は税金からだと思いますが、

そのことは町民の理解が得られると思ってますでしょうか。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  耐震診断を行った場合、町民の理解が得られるかどうかということですか。 

 石丸議員  町民の税金を使うわけでしょう、当然ですね。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  老朽化して危険性があるから新しい住宅に建て替えたわけですね。それに移住しな

いでずっと住み続けることは危険性があるんじゃないかということなんですね。 

 ですから、それが今の老朽化した住宅でも大丈夫ですよというためには、やはり耐

震診断等が必要ではないかというふうに言っておるわけですね。 

 そのときに、仮に耐震診断を行った場合は、当然これはお金がかかるわけで、ねっ、

そのときには税金を投入してやるわけですから、そういうことが町民に理解ができる

でしょうかということです。 

 老朽化して危険性があるから新しく建て替えたわけですから、そこに住み続ける、

住宅に耐震診断等を行って安全ですよという確認をすることに、町民の理解が得られ

るでしょうかというふうに聞きよるわけですが。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 耐震診断につきましては、社会整備資本交付金を活用してですね、民間住宅でも耐

震診断ができるようになっております。 

 それは住まわれる方の判断のもとに要望等が上がってくるわけですけど、それと同

様に耐震診断が必要とすれば筑前町の税金を投入して、耐震診断をしなければならな

いと思っているところでございます。 

 議  長  それが、理解が得られるかという質問ですけど、それの回答をしてください。 

都市計画課長  町民の理解が得られるかということですけれど、耐震診断が必要と、するというこ

とであれば、そのことが町民の理解が得られれば耐震診断も必要になるのではないか

と思います。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  誤解してもらったら困るんですが、私は何も、この老朽化した住宅にね、住み続け

るようにしてくださいと言いよるわけではないんですよ。そんなことを言っているわ

けではないんですよ。 

 これは、早く新しくできた住宅に移住してほしいなと、安全性なり何なりから考え

たときに。その裏返しとして、住み続けるということであれば、やはりそこは、安全

性の確保はしとかないかんやろうということで、耐震診断なんかは行うとですかとい

う話をしよるわけですから、何も耐震診断を行うことが目的でも何でもないし、私は

そのことを要求しているわけではないんですから、できるだけ早く新しい住宅に移っ

てほしいという思いで言っておるわけです。 

 どうぞ。 
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 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 ちょっと風邪を引いております。申し訳ないです。 

 今言われましたように、法律的にはですね、なかなか強制退去はできないというこ

とが、法律見解だろうと認識しております。 

 そういった中において、そういった危険度の高い住宅に住まわれることは、ぜひで

すね、協力要請の一つの材料にはなろうかと思っております。ぜひ第一義的にはこう

いった。 

 ただ法律もですね、今、危険住宅等については診断をやっております。これも義務

ではまだありません。希望者については民間の方もやっておりますけれども、ただ予

算を伴うことであって、各個人の住宅についても、危険度は分かっておるけど、そこ

は対応できないという方が非常に多ございます。 

 町においても予算とのセッティングの中でこの問題は取り組むべきでありまして、

そういった状況も十分説明材料として、その持ち主の方には説得していきたいと、そ

のようには考えております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  町は、常に万が一のことを想定し、対応策を講じていかなければならないことは言

うまでもありません。 

 本事案では、自然災害による建物損壊から入居者の負傷も十分に考えられます。そ

の場合、賠償責任も問われかねません。実際様々な事案で訴訟が起こされ、その大半

で行政側に賠償が命じられるという判決が出されています。 

 そして、そこでの最大の争点は、その事故が予見できたか否かです。本事案に対す

る本町の対応策で予見できなかったと言えるのか、甚だ疑問に思っていますが、この

点について、町長の考えをお聞きします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 公営住宅の老朽化に住んで、耐えうるかどうか予見できなかったかということでご

ざいますけれど、老朽化住宅の度合いと言いますか、そういうものがどのような部門

で判断されるかということを考えますと、老朽化の判断基準としては、柱が傾いてい

るだとか土台が朽ち果てて倒壊の危険性がある、そういうことなどが基本となってく

ると思いますので、現状では、そういう公営住宅は現存しておりませんので、今の取

り組みで進めていきたいというふうに考えております。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  ご承知のとおり、昨年４月に発生しました震度７の揺れに２度も見舞われた熊本地

震は、これまで熊本県は大きな地震は起こらないと思われてきた地域でした。 

 さらにこれまでの地震学では、最初の揺れでエネルギーが放出され、あとは小さな

揺れになっていくというのが大方の常識でした。また、本町においても震度４以上の

地震はないと言われてきましたが、震度５弱の揺れが観測されたことは記憶に新しい

ところです。 

 このように、これまで通用してきた常識は、すでに時代遅れであり、今日では、今

起こっていることが常識であるという認識に立ち、対応策を講じることが求められて

います。 

 そのような観点から、本町の建て替え事業に伴う除却対象となっている住宅を見て

みますと、法定耐用年数３０年に対し、５５年を経過しています。町では入居者から

の情報提供や要望に応え、安全性には配慮しているとのことですが、５０年前の建築

基準法で建てられた住宅です。耐震性をはじめ安全性の確保は難しいと判断するのが
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常識ではないでしょうか。 

 町が第一義的にやるべきことは、住民の生命、財産を守ることにあります。そもそ

も老朽化した危険性のある公営住宅を建て替える意義は、ここにあるわけですから、

新築された住宅に移住することは大前提でなければならないと考えています。 

 とは言え、個々の事情も最大限尊重しなければならないことは言うまでもありませ

ん。が、個々の事情については個別の問題として、それこそ最大限の努力を払い、ま

ずは入居者の安全性を最優先に進めるべきだろうと考えます。 

 そこでお尋ねしたいことは、公営住宅の明け渡し請求等に関して、正当な事由がな

い限り貸主側の一方的な契約解除はできないということですが、耐用年数を大幅に超

過し、老朽化した住宅に住み続けることに問題があると判断された場合、入居者の安

全性の確保という観点は、明け渡し請求等の正当な事由にはなり得ないのでしょう

か。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 ５０年を経過した公営住宅の安全性が、明け渡し請求等の合理的な理由にならない

かというご質問ですが、明け渡し請求に正当性があるかということになるわけです

が、借地借家法の趣旨が弱者救済的立場から法令になっていることから、判例では、

その建築物の老朽化の度合いや借主、貸主の経済状況を総合的に勘案して、結論が出

ているようでございます。 

 また、借主は低所得者となっていまして、貸主は町となっていますことを考慮しま

すと、正当な事由に該当しにくいと判断しているところです。 

 しかしながら、このまま放置を続けていきますと、そのような状況にもなってくる

と考えますので、現在、個別に１件１件の事情をお聞きしながら、事あるごとに移転

を進めている状況でございます。 

 ５年前と比較しますと、管理戸数で１８戸の減、入居者戸数で３０戸の減となって

いる状況であり、一朝一夕にはできない取り組みではありますが、ご理解をいただき

たいと思います。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  次の質問に入ります。 

 本町の町営住宅管理条例第３７条、建て替え事業による明け渡し請求等の第１項、

町長は、町営住宅建て替え事業の施行に伴い、必要があると認めるときは、法第３１

条第１項の規定に基づき、除却しようとする町営住宅の入居者に対し、期限を定めて

その明け渡しを請求することができるものとする。とありますが、本町での期限を定

めての期限とは、一代限りのことでしょうか。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 本町の建て替え事業は、公営住宅法の法定建て替え住宅ではなく任意建て替えとな

っております。 

 町営住宅管理条例第３７条については、法第３８条第１項の規定に基づきとなって

いることから、この条文には該当しておりません。 

 公営住宅整備及び公営住宅法の所管は、国土交通省の住宅局及び福岡県住宅計画課

となっております。 

 先日、公営住宅整備事務事業担当者連絡会議があり、その資料説明で、全国の公営

住宅建て替え事業の現状は、平成２７年度施工状況で約１２,０００戸、法定建て替え

が約４,５００戸、任意建て替えが約７,５００戸となっています。 

 法定建て替え時の明け渡し請求の状況は、平成２２年度から平成２７年度調査、５
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年間ですけれど、その時点で、明け渡し請求実施戸数は３戸であります。全国に見て

も０％に近いという請求戸数でございます。 

 ５年間で従前入居者戸数が３８,３５２戸に対して、明け渡し請求権を行使した件数

は５年間で、今申しましたとおり３件と、ごく少なくなっております。 

 法定建て替えのみが明け渡し請求権を付与されており、本町の一代限り、議員言わ

れましたが、本町の一代限りということにつきましては、入居条件について、任意の

設定になっているところでございます。以上です。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  あんまりよく分かりませんでしたけれども、普通一般社会においてですね、期限を

定めるということは、具体的な数値を明記するのが常識だろうというふうに思います

が、本町では一代限りという抽象的な表現になっているようです。 

 先ほども申し述べましたが、本件事案の住宅は、耐用年数３０年に対し５５年を経

過した危険性の高い住宅です。 

 また、夜須地区においては、まだまだ老朽化した公営住宅が多数残っています。当

然、これから計画的に建て替えが行われていくものと思われますが、このような内容

の期限設定は、後々禍根を残すのではと危惧しています。 

 この点についての、町長の考えをお聞きします。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。   

 議員質問のとおりですね、非常に安全性の面から、それから跡地利用の面から、様々

に総合的に考えて、町のまちづくりの視点でご意見をいただいていると思っておりま

す。 

 ただ、この住宅問題はどうしても法律との絡みがありまして、法律に抵触するよう

な条例は当然制定できませんけれども。特にうちの場合が、先ほど課長が説明いたし

ましたように、法的なものではなくて任意の建て替え住宅であるということからし

て、そして先ほどのあれだけの件数の中で、全国で３件という非常に稀な事案である

ということから察しますと、なかなか条例でこれ以上の条件を付与することは、法律

解釈からも困難であろうと、そのように考えます。 

 ただ、今言われましたようにですね、様々に法律の範囲内で建て替えを進めていく、

計画に基づいて進めていく、なおかつそういった住宅に住まれておられる方をです

ね、精力的に誠意をもってですね、案内をしていくという努力は努めていきたいと思

っております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  先ほどからなかなか法律的に明け渡し請求等は難しいというお話ですが、私は、そ

の前に行政がやるべきことは、住民の安全、これが大事ですから、こちらのほうが上

になるんじゃないかなという思いがあります。はい。 

 これを抜きにというのは、少し違うんじゃないかなというふうに思いますので、実

際問題としてなかなか難しいところはあろうと思いますが、ただ、ここで言う、一代

限りとかというふうになりますと、年数がこれから先どれだけになるかも分からんよ

うな、極端な言い方をすれば、これから１０年、２０年住み続ける可能性もあるわけ

ですね、一代限りということであれば、その人が生きている限りは住むでしょうから。

そこまで持つのかという問題もあるわけですね。今、既にもう５５年経過しているよ

うな住宅がですよ。 

 そういう意味からも、ぜひ、この点についてはですね、もう少しやっぱいろいろ考

えてほしいと、それからお願いもしなければならないだろうと思うんですね。先ほど

課長が言われましたように、個別の問題がありますから、個別の問題は個別の問題と
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して、しっかりやっぱり対応しながら、やっぱまずは安全性が大事ですから、そこら

辺をですね、ぜひお願いをしておきたいというふうに思います。 

 次の質問に入ります。 

 本町における公営住宅建て替え事業に伴う最大の課題は、新しい住宅への移住を希

望しない入居者問題だろうと、私は思います。 

 そして、この事案をこれ以上放置することになれば、入居者の安全性の確保は難し

く、自然災害による負傷者も十分に考えられます。 

 また、町が計画している跡地利用の支障物件となり、有効な土地利用ができなくな

ることは、公益性の観点からも問題があると考えますが、町長の見解をお聞きします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 跡地利用の関係ですけど、判例では、跡地利用計画をする場合についても、明け渡

しの正当な事由が考慮材料になってまいりますので、公共の利益の観点では、その必

要性や緊急性などが判断基準になってこようかと考えます。 

 ただし、これらの考えだけでは明け渡しの請求は考慮されないだろうという判断が

なされますので、それからの跡地利用を進めるという形になってくるのではないかと

思っているところでございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  なかなか難しいようですが、本件事案は、先ほどから縷々申し述べましたとおり、

今後様々な問題を生み出すことが想定される看過できない事案だと、私は思っていま

す。 

 ここで町長にお聞きしますが、こういう中で、もう一度条例等の改正をはじめ、実

効性のある対策を、私は早急に講じるべきだと思いますが、このことについてお聞き

します。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 いつも対立する価値観が、公共の福祉と個人の権利の尊重、この問題で最高裁まで

争われる事案が非常に多かろうと思っております。 

 私も山麓線の開通にいろいろ話を聞きましたけれども、やはり個人の権利と公共の

福祉と、その問題で非常に時間と労力と要するということでございまして、この件も

お互いが主張しあえばですね、なかなか解決が困難な事案になり得る可能性もありま

す。 

 そういった法律的な対抗意識で問題を解決しようとするよりも、やはり誠意をもっ

てあたったほうが、わが町にとっては有利ではなかろうかと、得策ではなかろうかと

う場面もかなりあろうかと思っております。 

 したがいまして法律を十分研究しながら、担当者のほうでこういった法律の専門の

勉強会も、住宅問題についてはあっておりますので、そういった中でも、ぜひ勉強さ

せながらですね、問題解決にあたっていきたいと思っております。よろしくお願いい

たします。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  私が非常に心配しているのは、先ほども言いましたように、夜須地区においてはま

だまだ老朽化した公営住宅が多数あるわけですね。当然、それはこれから計画的に建

て替えを行っていくだろうと思うんですね。 

 そのときに今のようなことであれば、また、そこに残るような人が出てくるんじゃ

ないかなと。今現在、住んでいる人に明け渡し請求等も難しいわけですから、今後さ

らに、特に今残っている夜須地区の公営住宅というのは、少数点在でぼんぼんあるわ
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けですが。 

 そういうときに、そこに１軒、２軒残られたときには、いろんな問題が起こってく

るんじゃないかなという危惧をしておるわけです。 

 ですから、今残ってある人に対しては、それぞれの対応をしていかなければならな

いと思いますが、私はそれ以上に今後なんですよ。これから建て替えるときに、そこ

に残られる人がおるということは、これはちょっといろんな面で厳しいんじゃないか

なと。そういう対策というのはどのように考えておられるか。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 夜須地区には点在して公営住宅があるわけですけれど、その物件等に対しての、入

居者の方に対しては、現在のところはすべてではありませんけれど、現在のところで

すけれど、統合できた場合ですね、統合して町営住宅が一元化できた場合は、そちら

に住み替えていただきたいというふうな協力を取っている状況ではございます。以上

です。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  住宅建て替えのときには、当然そこの入居者の方には説明がいろいろされていると

思うんですね、こういうことで建て替えをしますからということで。 

 そこでは当然新しい住宅へぜひ入居してくださいという説明を、これまでもされて

きたと思うんですね。しかしながら、やはり中には「いや、もうここにおりたいから」

とか、いろんな理由で、そういう人もおられると思うんですよ。 

 今の課長の話ではですね、なかなか難しい面があろうと思います。もう少し具体的

に、例えばですよ、今後入居する人に対しては、やっぱきちっとそういうとこの明文

化された契約書か誓約書か知りませんけれども、そういうものとか、そういう具体的

なものを１つ作ってもらわないと、協力してください、お願いしますだけでは、なか

なか難しいんではなかろうかと思います。 

 ですから、回答はいいですから、そこ辺についてもですね、今後のことを考えたら、

例えば今度新しく入ってくる人、新しい住宅に入る人たちからすれば、もうはっきり

言って、５０年、６０年後の話ですけれども、今起こっている問題は、今私たちのと

きに起こっておるわけですから、当然やっぱり将来のことも考えて、今やれることは

きちっとしとくということが大事だろうと思うんですね。 

 ですから、はっきり言って、今までどうでしょうかね、新しい住宅ができたのにそ

こに移住しないという問題が、今まで過去２０年、３０年前にあったのかどうか、よ

く私は分かりませんが、そういうのが今後できてくるという予測はできたわけです

ね、実際今ありますから。 

 だったらそういう人もおられるんだなということであれば、やっぱりそれは先手を

打って、何らかの対策を講じていくべきだろうというふうに思いますので、ぜひです

ね、今後のことも考えていただいて、対応策をお願いしたいと思います。 

 それでは、２点目に入ります。 

 公共交通活性化事業の現状の課題と今後の対応策についてですが、この質問につき

ましては、明日山本一洋議員のほうからも同様の質問が予定されていますので、私の

ほうからは、１点目の質問のみにさせていただきます。 

 それては、質問に入ります。 

 近年急速に高齢化が進む中、加えて高齢ドライバーによる事故頻発や運転免許証の

返納増加により、高齢者の移動手段の確保が課題となっています。 

 このような現状の中、各自治体では独自の取り組みが進められています。 

 小郡市では自治会バスが地域に合った、住民ニーズに寄り添った運営となっている
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ことから、今注目を集めています。 

 内容につきましては、そのことが今回の質問の趣旨ではありませんので述べません

が、着眼点、発想については学ぶところがあるのではないかと思っています。 

 本町でも将来を見据え、巡回バスの試行運転を今日まで６年間行ってきたわけです

が、利用者の方からは「助かっています。」と感謝の言葉をいただくことがうれしく

思っているところです。 

 一方時間帯やルートによっては利用者もなく、空で走っている現状も多々見られる

ようです。そのようなことから、町民の中からは「もったいない」という声もありま

す。 

 もちろんこの事業は福祉の一環でもありますから、費用対効果だけで論ずることは

いかがなものかと思っていますが、そのような声にも応えられないものか、自問して

いるところでもあります。 

 そこでお聞きしたいことは、時間帯やルートによっては縮小の方向での検討も必要

ではないかとの思いを持っていますが、考えをお聞きします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 巡回バスの運行内容のサービスレベルにつきましては、平成２２年１２月の公共交

通活性化対策委員会の答申、その後策定しました実施計画に基づき、実施をさせてい

ただいているところでございます。現在まで利用者の状況を鑑み、運行の改善をして

いるところでございます。 

 改正計画について、少し述べさせていただきたいというふうに思っております。 

 平成２３年７月から運行開始をさせていただきまして、第１回目の改正におきまし

て、今は運休をしております月曜日も運行をしておりました。 

 毎日運航ということでやっていたわけですけれども、月曜日がめくばり館、敬老館

が休館であり、利用者が少ないということ、週１回は車両等の点検が必要から、平成

２４年５月より月曜日は運休をさせていただいております。 

 また、１コース約１時間ほどかかっていたコースにつきましては、平成２６年１月

から全コース、１周４０分以内で巡回できるように改善をさせていただいているとこ

ろでございます。 

 第１回目の改正から第３回目の改正までは、利用者や住民の方々の要望にあわせ

て、バス停も約２５カ所増設をし、可能な限り運行サービスのレベルを上げてきたと

ころでございます。 

 利用者増を図っておりましたけれども、経費も増加をしております。再度効率性を

見直し、平成２７年４月からはですね、利用者の少ない日曜日を３便から２便へ１便

減便をいたしました。 

 また、めくばり館と敬老館を結ぶルートも運休することで、経費の削減にも努めて

まいったところでございます。 

 今後の運行につきましては、利用者人数や経費もご提示をさせていただきながら、

公共交通活性化対策検討委員会で協議、確認をさせていただいたところでございま

す。 

 ちなみに筑前町におきます運行の経費でございますけれども、平成２７年度につき

ましては、総利用者数が２１，８０２名でございました。１人当たりの運行コストは

７２３円でございます。 

 一方福岡大学が平成２８年に実施をしました、九州での１人当たりの巡回バスの運

行コストについては１，２７５円、全国で８６９円という調査結果も出ているところ

でございます。 

 こういった状況も勘案しながらも、平成２９年度からは試行運転という、これまで
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６年間やってきました試行をやめまして、第４ステップ、現行の運行形態を継続して

運行していくということで、方針を立てさせていただいているところでございます。 

 ＰＲと利用の促進の取り組みはですね、今後も行いながら、時間帯やそれからルー

トの縮小につきましては現段階では考えておりませんが、今後も利用状況、利用者の

ニーズを把握しながら、検討、調査研究をしていきたいというふうに考えております。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  地域巡回バス利用に関する本町のアンケート調査によりますと、将来的には８７％

の方が利用の意向を示しています。本事業が将来の高齢化社会に備えた、町の施策の

中でも重要な柱の１つであることは間違いないものと思われます。 

 そして、そのことは今まで以上にきめ細かな、住民ニーズにあったサービスの提供

が求められることでもあります。多様化する住民ニーズに応えられるよう、共に知恵

を出し合うことを申し述べ、私の一般質問を終わります。 

 議  長  これで、７番 石丸時次郎議員の一般質問を終わります。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩をします。 

 １０時５５分から再開します。 

（１０：４３） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１０：５５） 

 議  長  １１番 福本秀昭議員 

 福本議員  どうかよろしくお願いいたします。 

 では、通告に従いまして３点ほど、まちづくりについて、そして学校内安全、それ

に文化財についてということで、この３点を順次質問をさせていただきます。 

 本題に入る前に、先日、三輪中学校で恒例の立志式が厳粛に執り行われたわけです。

もちろん学校長からの激励、あるいは教頭先生の激励、そして来賓から田頭町長、そ

れに副議長ということで、非常にすばらしい激励のお話が、あいさつがあったわけで

ございます。 

 そして、子どもたちにとっては、８名の方から自分の考えをしっかり述べられまし

たけれども、内容としては、いわゆるあまり過激な内容でもなかったわけですけれど

も、本当に子どもたちが純粋、純朴な意思表示ではなかったのかなと、そのように感

じ取ったわけでございますし、これから子どもたちが羽ばたいていく上で、ひとつの

やはりステップというふうなことであったと思います。今後さらに子どもたちのがん

ばりを期待しながら、私たちは参加して良かったと思っておるところです。 

 では、本題に移りたいと思います。 

 では、総合計画と地方創生の問題ですが、総合計画は、これまでのまちづくりに長

い期間、しっかり将来像を描く役割を果たしてきました。そのまちづくりの根幹を成

す最上位である総合計画と、新たに地方創生のまち・ひと・しごととの呼びかけのも

とで、総合戦略にみんなの目が向いています。 

 課題が急浮上したとも言えますが、各自治体とも人口ビジョンをベースに共通した

課題を抱え、総合計画とも絡んだ状況での特化した形で、共に今後も継続を図ってい

くべきと思っているところです。 

 そこで、総合計画並びに地方創生の共有した事業での進捗状況について、まずお答

えいただきたいと思います。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 
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 筑前町総合計画基本構想、こちらが平成１９年度から平成２８年度までの１０年間

の構想でございます。また、前期基本計画を踏まえまして、後期基本計画というのが

ございます。これは平成２４年度から２８年度までの５年間の計画となっておりま

す。 

 本年度が基本構想、それから後期基本計画につきましても、最終年度ではございま

すけれども、１つには平成２３年の地方自治法の改正により、この総合計画につきま

しては、任意の計画という位置付けになっております。 

 また、本年４月に町長選を控えておりますので、その後速やかに、これまでの取り

組みの検証や今後の第２次総合計画の方向性等の協議を進めてまいりたいというふ

うに考えております。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  私のほうから、地方創生の総合戦略の進捗状況についてのお答えを、回答したいと

思います。 

 総合戦略のほうは平成２７年度に策定いたしまして、平成３１年度までの５年間の

計画でございますが、その戦略における４つの基本目標の達成に向けまして、８つの

プランを最重要施策に位置付けて取り組みを進めているところでございます。 

 この進捗状況についてでありますけれども、今月２２日に総合戦略推進会議の開催

を予定しております。この会議におきまして、推進会議委員による地方創生先行型交

付金事業の効果の検証を行いますとともに、ハッピープラン及び加速化交付金事業の

進捗状況を報告する予定で、現在その準備を進めております。 

 総合戦略策定後、最初の推進会議でありますし、会議には議会代表委員も参加され

ますので、そのときに具体的な内容については、報告をしたいというふうに考えてお

ります。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今後の計画にあたっては、ただ今も企画課長が話されましたように、町長選を挟む

ということで、なかなか提案しにくい状況であろうかというふうに判断はするわけで

す。 

 人口ビジョンを中心に考えたときに、人口の推移を把握しながら、その要因や背景

を分析して、今後町が施すべき手立てとなり、確実な歩みができるのではと思ってい

ます。今の段階ではなかなか言えないということですけれども、今後、さらなるやは

り計画は計画として、私は進めていくべきだろうというふうに思っております。 

 そこで重要なポイントと申しますか、計画がございましたら公表していただいたら

というふうに思いますが、執行部はどんなでしょうか。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 先ほども申しましたように、本年４月に町長選を控えております。新しい町長ので

すね、方針の下に、その部分については、今後協議をしていかなければならないとい

うふうに思っておりますので、そういう答弁でよろしくお願いいたします。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  総合計画並びに地方創生の総合戦略、それも大事ですが、併せてやはり町長のマニ

フェスト等が加わってくるわけですし、その辺はいろんな計画が盛りだくさんと申し

ますか、そういうことで弾みがつくのではないかというふうに思っておりますけれど

も。 

次の質問に移ります。 

 総合戦略には、すべてに評価、検証することが義務付けられていると思います。効

率的に推進していくと同時に検証の時間が必要です。実施計画を効率的に進めるた
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め、計画、実施、確認、改善というマネジメントサイクルの考え方に基づき、事業は

単発的ではありますが、これまで順調に進められていると評価しているところです。 

 併せて、最後の検証も徹底して果たすべきではないかというふうに思っておりま

す。検証について、どの程度踏み込んで実施されたのか、お答えいただきたいと思い

ます。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 検証については先ほど申し上げましたように、最初のその検証会議を今月２２日に

行います。 

 今後の検証について、少し申し述べたいと思います。 

 国がまち・ひと・しごと創生総合戦略が示します施策４分野ごとの基本目標を踏ま

え、本町においての平成３１年度までの基本目標を設定しております。 

 この基本目標を実現するために講ずべき施策の基本的方向を示すとともに、具体的

な施策に取り組み、施策の効果を客観的に検証できる指標、いわゆるＫＰＩというこ

とで、その実現すべき効果を重視した数値目標を設定しているところでございます。 

 総合戦略の進捗化につきましては、先ほど議員もおっしゃいましたように、ＰＤＣ

Ａのですね、サイクルによって点検、検証等を行い、より効果的な取り組みとなるよ

う進めてまいりたいと考えます。 

 また、現在の推進会議の委員の任期が今年度末で終わりますので、また新たに検証

会議を再編しまして、毎年検証をしていきたいということで考えております。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  これまで３年経過してきておるわけですし、その中で地方創生・総合戦略の関係で、

やはり検証する分野と言いますか、事業の検証というものがしっかりされた分も、検

証済んだ分もあろうと思うんですよね。その点の検証は、報告はできませんか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  議員が、今、３年というふうにおっしゃいましたけれども、総合戦略、できました

のは２７年度でありまして、できてから今１年がやっと過ぎた段階でございます。 

 そして、２８年度に取り組んだ内容を、今度の３月の２２日にその報告すると、検

証を含めてですね、ということで、今、準備をしているということで、第１回目の会

議ですので、この段階では、まだ具体的には報告できないということで、ご理解いた

だきたいと思います。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  当初は、もう完了した事業等については、ある程度最終的報告が得られるのではな

いかなと、頂けるのではないかなというふうに思いましたけれども、３月の２２日で

すか、戦略会議があると。そのときにはどういった内容で会議がなされるのか、いわ

ゆる計画、プラン、そして検証も含めて総合的にされると、会議はですね。その点の

説明を求めたいと思います。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 まず、交付金のですね、先行型の交付金というのがありまして、その中で事業を４

つ行っております。ブランド開発推進費補助事業、それから筑前町の定住促進事業、

筑前町ＰＲ事業、６次化まるっとサポート事業、こういった先行型交付金事業につい

ては、きちんとＫＰＩも掲げておりますので、その数値に対してですね、目標に対し

てどうであったかというようなことを具体的に数値を示しながら、検証をしていただ

くことにしております。 

 それから、後の加速化交付金事業、これも４つございます。キッチン化プロジェク
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ト、あるいは６次化創業スクールプロジェクト、第２の食の拠点づくりプロジェクト、

それから地方創生ラボプロジェクト。こういった事業については、現在の進捗状況を

報告するということで考えておりますし、また、最重要施策であるハッピープランで

すね、これについてもそれぞれの現段階についての、進捗状況を報告するということ

で進めてまいりたいと考えております。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  確かに総合戦略の中には交付金付きの事業等があるわけです。例えば先日報告を受

けた弁当加工所の、これが２億の事業だというふうに認識いたしております。 

 それで、それらも含めて３月の２２日に、戦略会議の中で、さらに具体化という形

で話し合いされるというふうに思うわけですが。 

 この総合戦略にしましても、要するに交付金付きの事業の要望、そして町も直接自

主財源で取り組む事業、そういったものもあるわけですね。交付金を貰う事業と町で

計画した事業という、町の財政でやる事業ということですたいね。 

 そういうことで、やはりよその自治体も話を聞くと、できるだけ交付金を貰えるよ

うな事業を要望をしたいというふうなお話がされておりました。 

 率直に、そういうことが、やはりどこの自治体も必死になっておられるという証明

ではないかなというふうに思っております。 

 次に移りたいと思います。 

 地方創生の総合戦略を考えたときに、何と言っても情報の支援、人材支援、そして

財政支援の３つが結合してこそ開花、実っていくと思うわけです。 

 地方創生、人材支援は、かなりの自治体が交付金の争奪合戦に、この制度を最大に

活用したく、地元の活性化にも繋がる考えから、各自治体が獲得するために必死にな

っています。 

 幸い筑前町でも人材支援によって、地域おこし協力隊５名がその制度を活用され、

積極的に研修会等に参加され、現在活躍中です。 

 限られた３年の期間ですが、その収穫にあたって、町としては協力隊にどれだけの

期待を寄せられているのか、お答えいただきたいと思います。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 地域おこし協力隊は、現在、観光ツーリングプランナーが２名、大刀洗平和記念館

ブラッシュアップ研究員１名、それから筑前町の魅力デザイナー１名、農林資源活用

プランナー１名、計５名がですね、それぞれの経験を活かし、それぞれのミッション、

いわゆる任務と役割を持ち、活動させていただいております。 

 地域おこし協力隊につきましては、決して職員の代替えとしての雇用としているわ

けではございません。地域をおこすための高いスキルと専門性に精通し、また、筑前

町のまちづくりのために熱意を持って取り組んでもらうために、導入をさせていただ

いているところでございます。 

 このことが地域の活性化に必要な施策を推進するとともに、外部人材の活用の面か

ら、当該地域への定住、定着を促進することも目的に設置した制度で、現在円滑に業

務が行われているというふうに思っておりますし、定住についても、今後期待をして

いきたいというふうに考えております。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今、企画課長からお話しいただきましたように、地域おこし協力隊の５名の方が、

しっかり今、筑前町で活躍していただいておるという報告でございます。 

 ２月の２２日に町政報告会がございました。その中で協力隊員の中で橋本さんとい

う方がいわゆる代表で、観光ツーリズムという立場から、自分がこれまで経験したこ
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とと、またこれから研修することを含めて、町のためにしっかり発信していきたいと

いう、力強いお話があったわけでございます。 

 私は、九大の研究生と申しますか、男女２名の方がリノベーションと言いますか、

いわゆる再開発ということで、空き家対策の研究・検討をされておられるということ

でですね、お話も町政報告会の中でございました。 

 私は、空き家対策でですね、やはりモデル的に４６４軒ですか、空き家が筑前町に

存在しておるという説明を受けたんですけれども。モデル的に１軒でもいいから、私

は、定住に向けての対策として取り組んだらどうかなというふうに思うわけですけれ

ども、それもやはり交付金付きか何かで要望していただかんと、やっぱ空き家をです

ね、やはりそれなりに住んでもらえるという、何と言いますか、リフレッシュすると

いうのは、やはり経費も相当かかるだろうというふうに思うわけです。 

 例えば、そのまますぐ住めるというような空き家であればいいんですけれども、そ

れなりに評価額もですね、おそらく減価償却でかなり下がっておると思いますし、こ

の土地については、どうしても固定資産評価ということで、それなりの付加価値が高

いだろうというふうに思いますけれども、やはり人が住んでもらうための、やはりモ

デル的にですね、筑前町として取り組んだらどうかなというふうに思いますが、町長、

どういうお考えでしょうか。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 空き家対策は地域振興にとって、また、非常に本町の均衡ある人口対策としてもで

すね、極めて重要だろうと考えております。 

 今、議員のほうが質問されましたように、本町では既に空き家を活用した事例が

多々ございます。 

 例えば旧道沿いにですね、農村レストランらしきものは３軒ぐらいございますし、

坂根のほうにも空き家がありますし、一番目立ちやすいのは草場川のそばでですね、

立派な料亭として空き家を活用されています。 

 こういったビジネスがなり得るのが本町の魅力だそうでございまして、住宅不動産

会社もですね、本町の部分については、ある一定はビジネスになり得るというふうな

判断をしているようでございます。そういったことで、ぜひ民活も大いに活用しなが

らですね、空き家対策を取り組んでいきたいと。 

 とは申せ、そういったものは一部分でございますので、来年度に向けてこういった

計画を策定いたしましてですね、どういったタイプについてはそういった民活、こう

いったタイプには行政支援、あるいはこういったタイプには解体とか、そういったこ

とのですね、ひとつのモデルを作って進むべきだろうと考えております。 

 それと１点だけ、今度の調査で、区長さんたちの調査で分かったんですけれども、

本町は空き家率が極めて低いということ、一番低いのが筑紫野市だそうでございまし

て、その次に本町は低いということは、空き家ができても再利用がかなりされている

と、そういった地域性もあるということでございますので、それは非常にありがたい

と、民活活用が大いに期待できるということだろうと思っております。 

 そういった総合的な視点で、今後空き家対策に取り組んでいきたいと思っておりま

す。 

 議  長  福本議員、通告書の中にですね、空き家対策という話はないんですけど、全体的な

まちづくりの話だと思いますけど、そこのところを考えて質問をお願いしたいと思い

ます。 

福本議員 

 福本議員  私の質問の内容が、ちょっと逸れましたことをお詫び申し上げます。 
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 ちょっと前段でですね、いろいろ質問する中で、ちょっと回答を得られない面もご

ざいましたので、ちょっと私も勇み足をいたしたということです。 

 では、次に移りたいと思います。 

 学校安全についてということで、来る１月１３日、９時４０分に大川市一木にある

川口小学校において、サッカーの運動時間にサッカーゴールポストの倒壊事故が発生

しました。４年生２クラスでの合同練習時に、事故に遭った児童はゴールネットにぶ

ら下がり、すぐ落下して、その後、上からゴールポストが首筋に倒れ掛かったことに

よる圧死事故になったということです。 

 これは、ゴールポストは、川口小学校ではハンドボールのゴールだったということ

でございます。練習はサッカーの練習であったということです。 

 保護者のご心痛を考えたときに、筑前町の学校でもし事故があったとすると大きな

問題となり、注意を喚起するだけでは終わらない問題と思い、質問を取り上げさせて

いただきました。 

 そこで、事故を教訓として、安全確認の徹底をされているのかということで、お答

えいただきたいと思います。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 児童生徒、保護者にとりまして、学校は何より安全で、安心できる場でなければな

りません。そのため各学校に対しまして学校保健安全施行規則、あるいは国・県から

発信されます安全対策関係資料通知文等に基づきまして、学校の施設・設備の安全点

検や学校生活、日常生活における事故防止など、必要な安全指導の徹底と施設・設備

等の点検につきまして、毎月１回実施をするように、教育委員会から各学校に指導を

行ってまいっているところでございます。 

 遊具等の固定施設につきましては、専門の業者によります安全点検を年１回実施い

たしておりまして、必要に応じて改修等がなされているところでございます。 

 教育委員会といたしまして、大川市の小学校で発生いたしましたハンドボールゴー

ルの転倒による死亡事故につきましては、たいへん重大な事故と受け止め、各学校に

対しまして、移動式設備、用具等の固定の状況、破損の有無等の緊急調査、及び今回

の事故を踏まえた事故防止に万全を期すように指示をいたしたところでございます。 

 調査の結果、すべての学校におきまして、常時固定されているか、または授業や部

活等で使用する際に固定するなど、転倒防止策をすべての学校で取っているというこ

とを、確認をいたしております。 

 なお、使用する場合のみ固定する学校につきましても、通常はゴールを倒し、事故

が起きないような配慮がなされております。 

 また、事故を未然に防止する観点からも、学校施設・整備の安全点検を毎日の清掃

の時間等を活用いたしまして、実施するようにお願いをいたしているところでござい

ます。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今、教育長から安全に関する各学校への徹底ということで、お話をいただいたわけ

です。 

 私も各学校、６校ですね、全部回って、校長先生なり教頭先生と安全についてお話

させていただき、なおかつサッカーゴールの安全度と言いますか、それを確認してま

いったわけです。 

 確かに中牟田小学校、夜須中、それから三並小学校、それから三輪小、最後に三輪

中ということでですね、三輪中だけがですね、倒してありました。 

 夜須中の清武校長先生のお話では、先生がたまたま大川市に、河川敷ということで
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すね、にグラウンドがあるということで、そのときに目の前でサッカーのゴールポス

トが倒れたと。これは非常に危ないということをですね、今回学校を回るときに校長

先生から、非常に危ないんですよと。特にネットがかかった状態の場合は相当風の抵

抗があって、やはり倒れやすくなるということで、そのときは倒すかアンカー杭でで

すね、きちっと補強するということを心掛けなければならないと。 

 それで、ただ校長先生、教育委員会から各学校へそういう注意を喚起されたと、指

導があったというふうに思いますし、それぞれ今度は各学校が、それぞれゴールの安

全にやはり定期的に、自らやっていただくということが、今後大事なことではないか

なというふうに思うわけです。 

 それで、三輪中のほうがですね、もう腐食の状況にあって、なんかもう注文をした

と、更新したいというお話でしたんですが、その点はそのとおりでしょうからですね。

腐食して、やっぱりあれを使い続けると危ないと思うんですが、この点分かればお答

えいただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  各学校の遊具、体育施設等の点検あるいは管理については、すべて学校にお任せし

ております。学校が年１回の業者点検あるいは月１回の点検において、危険と感じれ

ば当然修理するなり補修するものと考えております。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  次の質問で、各学校間での安全委員会は対応されたのかということですが、各学校

に安全委員会は構成されておるものか、そしてその中で今回のそういった事故になら

ないようにということでの話し合いとか、いう機会は持たれたのか、その点お尋ねし

たいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 各学校には安全教育をはじめ安全管理の活動を推進する組織として、いわゆる今言

われました学校安全委員会が校務分掌として位置付けられております。 

 学校安全に関する年間計画を作成し、児童生徒に対する通学を含めた安全に関する

指導や職員に対する研修等を計画的に実施しております。 

 安全教育に関する学校行事の終了後、並びに学期末には教職員による評価を行い、

学校安全の活動をより効果的に進めていくようにしております。 

 以上のことから、教育委員会といたしまして、各学校の安全委員会は機能している

ものと判断しております。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今、課長が申されたようにですね、各学校で校長先生なり話すときに、やはりこれ

から先は自分たちの現場も含めての責任だというふうに、何と言いますか、自覚をし

っかり持ってあったのでですね、私も安心しました。その点はですね。 

 今後サッカーゴールとかそういったものだけにとどまらず、やはり風で倒壊した

り、子どもたちがそういう危険にしっかり自覚の上で、その周辺は避けるとかいうこ

とを、本来は願うわけですけれども、やっぱ注意はしてもらうようにですね、今後継

続して、この指導はよろしくお願いしたいと思います。 

 では、最後の質問に移ります。 

 文化財の保管についてということで。 

 実は３月１日にですね、私は若杉山に山登りに挑戦したということで、ちょうど登

り口に須恵町の歴史資料館がありました。そのときに職員だったと思うんですけれど

も、外に出てですね、箒で掃わいたり、ちょっとされて、限られた２分ぐらいの時間

でお話をお聞きしたわけです。 
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 何を聞いたかと申し上げますと、いわゆる歴史観について話されたんですけど、私

ちょっとメモを取ったんですけれどもですね、ちょっと話しても、資料館を実現をと

いうことでの話から、ちょっと逸れますので、内容的には本当に歴史をですね、やは

りみんな無関心の関係が多いという中でですね、やはり歴史に関心を持ってもらうた

めにというお話でしたんです。 

 それは一応置いておきまして、本題に入ります。 

 筑前町では、文化財保護の観点から現在７カ所に１５,５００箱の保管がされておる

というふうにお聞きしました。いずれの収蔵施設も老朽化しており、雨漏り等の維持

管理も経費がかさんでいるとのことです。 

 この状況を確認しても、誰しもが早く手当をしなくてはと思うのも当然です。分散

して保管されている文化財を１カ所で保管管理の実現をぜひお願いしたいと思って

おります。 

 これまで文化財関係の方たちもたいへん苦労はされてきておると思いますけれど

も、担当のほうから、この点についてお答えいただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  忘れもしません。この質問は横山議員が最初にされました。 

 現在文化財収蔵施設としまして、芦田牟田倉庫、三箇山倉庫、新町倉庫などの６カ

所に分散して収蔵し、展示活用施設として歴史民俗史料室がございます。 

 これらを将来的な保存や普及、活用のためにも一括で管理する必要があると考えて

おります。 

 しかし現状では、今言われる１５,５００箱に及ぶ埋蔵文化財や住民の方から寄贈を

していただいた１,０００点を超える民俗資料について、１カ所で収蔵管理することは

物理的に困難であると考えております。 

 また、それらの施設については、文化財を単に収蔵するものではなく、一部に展示

や体験学習の場を設けられればと思います。現在、歴史文化基本構想策定委員会にお

いて、保存活用等のあり方なども検討がなされております。 

 また、町内での公共施設マネジメント委員会により、公共施設のより良い活用方法

についての検討がなされておりますので、その検討結果を待ちたいと思っておりま

す。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  町長も横山議員さんのご答弁されたことで、非常に前向きなご答弁をいただいてお

りました。 

 その中でも、例えば甕棺あたりはもう割れたままで、また立体的に組み上げて、写

真か何か撮られるんでしょうけど、終わったらなんかまたそれを解体されると。非常

にもったいないなというふうな思いもしますしですね、やっぱり立体的になれば、そ

のまま展示するとかですね、やっぱそういうことですると拝観者と言いますか、資料

を見られる方も、こういうふうな構造のものだというふうにですね、改めて思いがま

た馳せられるんじゃなかろうかというふうに思うわけですが。 

 長年の念願でもございますし、町長にどうか頑張っていただいて、この実現をです

ね、資料館の建設、そこにご理解と計画をですね、お願いできたらなと思いますが、

いかがでしょうか。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 文化財の保護・保全につきましては、特にうちの町の場合は極めて膨大であります。

知ってのとおり廃校利用という考え方がありますけれども、まさに先んじまして三箇

山小学校の廃校を利用しまして、そこを貯蔵させていただいております。 
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 その学校そのものが非常に老朽化いたしまして、危険な状況にあることは承知して

おりますけれども、なかなか住民の皆様方の意見を聞きましてもですね、同じような

ものが非常に多いんではないかという意見もしっかりお聞きするわけでございます。 

 しかしながら文化財保護法という法律がございますので、勝手な処分は法的にもで

きません。そういったことから、やはりこの貯蔵はですね、なかなか私もこの４年間

で解決できなかったんですけれども、さらに跡地利用等々の中でもですね、考えなが

ら対応していくべきだろうと思っております。 

 次期の新町長の下でですね、十分検討していただいて、さらなる良き方法を考案し

ていただきたいと、ぜひ議会のほうからもお知恵をいただきたいと、そのように思う

ところでございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  確かに埋蔵文化財それから民俗資料、そういったものをですね、やっぱり総合的に

１カ所に展示場をということになりますと、まだ解決できてないいろんな優先的にや

らなきゃならない事業が目の前にあれば、どうしても順位が遅れてくるのかなと、そ

ういうふうな思いがするわけでございます。 

 しかしながら長い歴史の中で、やはり歴史も重んじれば重んじるほどですね、やは

り何か手立てを考えなければならないのかなとも思うわけでございます。 

 今後我々も要望なりは継続していきたいというふうに考えております。 

 以上で、私の一般質問を終わります。どうもありがとうございました。 

 議  長  これで、１１番 福本秀昭議員の一般質問を終わります。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩します。 

 午後１時より再開します。 

（１１：４１） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１３：００） 

 議  長  ３番 横山善美議員 

 横山議員  よろしくお願いをいたします。 

 質問に入る前に、先般町の広報や議会だよりにも掲載をされましたが、昨年に引き

続きコウノトリが本町草場川域に飛来してくれました。今年は、オス、メスのペアで

飛来してくれまして、新年早々明るい話題となりました。 

 また、徳島県鳴門市ではコウノトリの産卵が確認をされた模様でございます。本町

においても今後大いに期待し、見守りたいところでございます。今年のどーんとかが

し祭りではコウノトリのオブジェもいいかもしれません。これは個人的な意見でござ

います。 

 今回私は、提案ではなく、現状確認を行いたいと思います。 

 それでは、ふるさと納税について。 

 皆さんもご存じのとおり、ふるさと納税は、本来の故郷を思う、愛する行為だが、

現状では、全国的に寄附争奪になっていることは否めません。 

 先日、報道番組で放映されましたが、ふるさと納税の最高が宮崎県都城市で、２８

年６月時点で、なんと４２億３,０００万以上、２８万８,０００件以上のふるさと納

税があったとのことです。 

 反対に他の市町村では、横浜市や名古屋市が約３０億円以上の流出があるようで

す。東京都内のある行政区では２０億円以上の流出があり、今社会問題になっている

待機児童の保育園が４から５カ所できる金額であったなどと報道されています。 
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 そこで、改めてふるさと納税の仕組みを再確認いたします。 

 ご存じのとおり、ふるさと納税をすると税額控除ができます。ふるさと納税と寄附

控除については、１年間の寄附金額から自己負担額２,０００円を引いた金額を、控除

限度額の範囲内で、所得税と住民税から全額削除してもらえることは周知のとおりで

す。 

 今までは確定申告が必要でしたが、平成２７年１月からは自己負担額２,０００円で

寄附できる上限額が拡大されており、従来は確定申告が必要でしたが、同年４月から

ふるさと納税ワンストップ特例制度が導入されました。この特例制度は、年間５団体

以下への寄附であれば、確定申告をせずに控除が受けられる制度です。 

 ただ、この特例制度を利用した場合、所得税からの控除は行われず、その分を含め

た控除額の全額が翌年度の住民税から控除されることになっております。一般的な年

収２,０００万円以下の給与所得者などは、この制度を利用することにより確定申告の

必要がなくなりました。 

 ただし特例制度を利用すると、従来の確定申告をすれば所得税からの控除が受けら

れ、住んでいる自治体は住民税のみ控除で負担は小さくなっていたわけですが、特例

によって確定申告をしないため、すべての控除額が住民税、国税である所得税から地

方税へとなり、結果として寄付者の住んでいる自治体への住民税収は一層減少となる

わけです。 

 税務課長、間違いありませんね。 

 はい。前置きが長くなりましたが、今回私は１番で、ふるさと納税の現状とあり方、

２番目に、本町を愛し、愛しているであろう行政職員の現状意識を確認したいと思い

ます。 

 最初に、本年２月６日の西日本新聞で掲載されたが、返礼品のあり方が問われてい

ます。数字だけの問答であればすぐに解決をいたしますが、広く町民の皆様にも再認

識していただけるよう、再度確認したいと思います。 

 それでは、本町へのふるさと納税の現状と納税額に対して、返礼品にかかる諸費用

についてお尋ねをいたします。 

 最初に、今期を含め過去のふるさと納税額はいくらあったのか、お尋ねをいたしま

す。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 筑前町では平成２０年度からふるさと納税に取り組んでおります。納税額も年々増

えてきておりまして、平成２０年度には４７万円でございましたけれども、平成２７

年度には４,１９８万１,０００円になっております。 

 平成２８年度につきましては途中経過でございますけれども、１月末で５,１１６万

５,０００円、平成２０年度から２８年の１月末までの寄附の総額につきましては、１

億３１万１,０００円となっております。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  昨年のどーんとかがし祭りでのワラ・ゴジラ、それから一昨年のイノシシ等で筑前

町の知名度が全国区になり、昨年度から急上昇し、昨年２７年度が４,２００万、今年

２８年度１月までに約５,１００万と、これまでに累計１億円以上の寄附金をいただい

ておるわけですが、先ほど申し上げたように、返礼品のあり方が問われております。 

 まず、本町では納税額に対し、返礼品にかかる諸費用。返礼品、それから委託費用

を含めた総額経費はいくらか、お尋ねをいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 
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 ふるさと納税は一口５,０００円からお願いをしております。ふるさと納税に対する

返礼品としては二口以上からお送りをさせていただいております。配送代を含めて５

割から６割程度のですね、寄附額に対して５割から６割程度の品物を送っているとこ

ろでございます。 

 返礼品の郵送代に加え、現在インターネットによる受け付け、返礼品を取り扱う業

者との連絡、納税者の問い合わせ等々の業務につきましては、業者に委託をさせてい

ただいております。 

 その委託料も含めますと、寄附額に対する返礼品も含めた諸費用全体としては６

２％となっており、平成２７年諸費用は実績として２,１９７万７,０００円、平成２

８年度につきましては、２月末の支出状況でございますけれども、２,４２５万２,０

００円となっております。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  ただ今の答弁によりますと、納税費から諸経費を差し引いた金額、平成２７年度で

約２,０００万、平成２８年度１月末で約２,６９０万円ですね、これらの金額が本町

の自主財源として有効に利用されているようです。本当にありがたいことだと思いま

す。 

 今後の課題は、委託料、返礼品も含めた諸費用が約６２％かかっているということ

でございます。この辺りを圧縮、それから見直しできれば、さらに税収が増えるわけ

ですね。なお一層の努力をお願いしたいと思います。 

 それでは次の質問の前に、（２）の文面中で、法令に遵守したと記載をいたしまし

たが、正しくは総務省の指導要綱と訂正をさせていただきます。 

 改めまして（２）本町ではどのような返礼品が多いのか。他市町村に負けない総務

省の指導要綱による魅力ある返礼品の具体的方策について、お尋ねをいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 返礼品につきましては、どのような返礼品が多いかという質問でございます。 

 平成２８年度の実績で報告いたしますと、上位３品目を報告させていただきます

と、イチゴそれからお米、それからみなみの里を通じて取り扱っていただいておりま

す富有柿などが返礼品として、人気の返礼品となっております。 

 現在筑前町では返礼品として７８品目を取り扱っておりますけれども、人気のある

果物等は時期と数量が限定されていることもあり、品切れの状態も出てくることがご

ざいます。 

 ふるさと納税の基本につきましては、地方で生まれ育ち都会で暮らす人たちが、こ

の制度を利用してふるさとを応援すること。また、この制度で国民の税意識の高まり

が期待できること。自治体の取り組みを国民にアピールし、自治体も活性化していく

ことなどがあげられております。 

 本来の趣旨で言えば、自治体の政策や取り組みを応援していくことが、この制度の

趣旨でございますけれども、現状は、議員ご存じのとおり、いかに魅力ある返礼品を

確保できるかでですね、寄附の内容がクローズアップされているような状況でござい

ます。制度の基本は踏まえつつも自治体間の競争が非常に激しくなっており、魅力あ

る返礼品を提供しなければ寄附金の確保は厳しい状況でございます。 

 ふるさと納税のＰＲはもちろんのこと、今後も魅力ある返礼品の発掘と人気返礼品

の数量確保が課題であるというふうに考えております。 

 現在商工会等の協力も得ながら、返礼品の充実に向けた協議と準備を進めておりま

す。 

 それから、先ほど議員申されました総務省の指導の関係でございますけれども、加
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熱する返礼品競争にあたってですね、総務省のほうから返礼品送付の対応についてと

いう文書が来ております。 

 その中では、端的に言いますと、換金性の高いもの、プリペイドカード等、あるい

は高額寄附者に対して返礼の割合の高い返礼品、いわゆる返礼の割合の高いやつ、こ

ういった部分については自粛をしなさいというようなですね、文書が来ているところ

でございます。 

 筑前町としては、そういった総務省の指導と併せて地域の活性化にですね、踏まえ

た特産品をやっぱり念頭に置きながらも、返礼品の充実を今後も努めてまいりたいと

いうふうに思います。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  先日の新聞に、所沢市が２０１７年度からふるさと納税返礼品の廃止を決定したと

いうことでございます。制度の趣旨から逸脱した終わりなき競争から撤退し、市の政

策に賛同する人を募りたいとのことです。たいへん思い切った決断であったと思いま

す。 

 さて、答弁にもありましたように、現実的にはふるさと納税が争奪戦になっている

現在、ある報道番組では、やられたらやり返せなどと、日本全国の市町村全体が過熱

状態になっている状況だと思います。 

 本町では魅力ある品物、返礼品の充実に努めていただき、理にかなった方針、方策

で進めていただきたいと思います。 

 次に、いただいた税金は、主にどのように利用をされているか。広報紙などで教宣

をされておりますけれども、今一度お尋ねをいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 筑前町ふるさと納税寄附条例で規定をしております寄附金を財源とした事業につ

きましては、１点目が大刀洗平和記念館事業、２点目がファーマーズマーケットみな

みの里事業、３点目がどーんとかがし祭り事業、４点目が赤ちゃんの駅事業、そして

５点目が、その他目的達成のために町長が必要と認める事業となっております。 

 寄附金の利用状況でございますけれども、どーんとかがし祭りに昨年のワラ・ゴジ

ラの関係で７５万円支出をさせていただいております。 

 それから、赤ちゃんの駅事業に２９万円、それから、町長が必要と認める事業には

３５１万３,０００円支出をさせていただいておりまして、この内容につきましては、

平成２５年度に草場川桜並木ライトアップ事業に４８万９,０００円、平和推進事業の

ＰＲ広告費、それから、ふるさと納税のＰＲ費として３０２万４,０００円支出をさせ

ていただいております。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  よく分かりました。 

 ふるさと納税の活用方法は市町村によっていろいろあるようでございます。 

 例えば教育、子育て支援、地域産業振興、まちづくり、住民活動、健康・医療・福

祉、観光・交流などに活用されているようでございます。せっかく頂いた大切な税金

でございます。今後も有益に、かつ効果的に利用していただきたいと思います。 

 次に、質問事項２、ふるさと納税への職員の意識として、（１）本町の行政職員の

ふるさと納税への意識と現状について、お尋ねをしたいと思います。 

 本町の行政正職員１７１名の町内、町外在住を問わず、住民税、所得税などの総額

納税額はいくらか、お尋ねをいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 
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 まず住民税ですけれども、平成２８年６月１日現在での住民税の総額は約３,９２０

万円でございます。それから所得税につきましては、２９年１月１日現在ですけれど

も、総額約２,７３０万円で、住民税、所得税合わせますと約６,５５０万円でござい

ます。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  住民税それから所得税の総額が６,５５０万円とのことですね、相当な金額だと思い

ます。 

 それでは、職員１７１名のうち何名、何％が本町以外からの勤務ですか。その納税

額はいくらか、お尋ねをいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 町外から勤務しております職員は６０名でございます。割合で申しますと３５％に

なります。 

 その総税額はいくらかということですので、その住民税につきましては、合計で約

１,３３０万でございます。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  住民税が１,３３０万。所得税は分かりますか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  先ほど職員の納税額ということでしたのでですね、住民税だけお答えしておりまし

た。所得税の場合は、どこに住もうと関係ないからですね、ということで答えており

ました。 

 所得税で申し上げますと、所得税の総額がですね、先ほど申し上げました２,７３０

万ということになりますので、それを３５％ということになりますから、約８５０万

ぐらいになろうかと思います。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  その合計を差し引きをすると、本町在住職員の住民税、所得税の納税額は約４,４６

０万円ですね。 

 仮に、仮にですよ、全職員が町内在住であれば、答弁の住民税、所得税合わせて２,

２００万程度ですか、の税金が本町に納められるということになると思います。 

 これは、このままにしておきます。 

 それでは、次の質問でございます。 

 町外から勤務の行政職員から本町へふるさと納税はありますか、いくらあります

か、お尋ねをいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 平成２８年度分でございますが、３名、１１万円となっております。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  先ほどの答弁で約６０名、全職員の３５％が町外在住職員として本町に勤務をされ

ているということでしたが、そのうち町外在住職員の本町へのふるさと納税は３名の

職員、１１万円ですね。 

 正直なところもう少し多いのかなって思っておりました。ごく少数、ごくごく少数

ではございますけども、積極的に筑前町を思い、愛する職員には頭が下がる思いでご

ざいます。 

 町長も事あるごとに、本町の自主財源は３０％程度しかないと話しておられます。

細かいことを言えば、町外からの職員の納税によって、多少ながら財源をアップさせ、

有益に利用することもできるのではないかと考えます。行政職員が、そのくらい本町
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の財政状況を細かく考えてほしいと思っているところです。 

 もちろん町外在住の職員が居住地に対しての思い入れもございましょう。また、本

町勤務の行政職員が、他の市町村に対して、個人的にふるさと納税をすることを否定

するものではございません。 

 そこで最後の質問でございます。 

 繰り返しますが、先ほどの答弁で、町外在住職員の平成２８年度の本町へのふるさ

と納税は３名の職員、１１万円とのことですが、率直にこの現実、状況を町長はどう

思われますか、併せて失礼ながら町外在住職員の本町へのふるさと納税に関して、総

務課長や担当課長の職員教育が必要だというふうに考えますが、町長はどのようにお

考えでしょうか。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 今、地方自治体は今までにない、稼ぐというですね、非常に重要な取り組みが必要

とされる時代になってまいりました。 

 とかく我々自治体職員は、この稼ぐ分野というのが不慣れでございました。そうい

った意味からも、財政というのは節約するのが当然なんだと。歳入の点にあまり力点

を置かなかったという点が、実情としてあったと思っております。 

 ここのふるさと納税によってですね、やはり財源というものを職員がみんなで考え

る。そして有効に考える。言われましたように、今住んで、居住権は否定することは

できません。そのことはもう憲法で保障された問題ですから、そこまでは当然申し上

げられませんけれども、しかしながら職場であるこの筑前町を思うならば、いくらか

の協力はしていただきたいなという思いは持っているところでございます。 

 ただ、私どもも職員に対してですね、こういった話は今まであまりしておりません

でした。今後こういった有効な活用がされているということも十分説明しながら、一

緒に町づくりを考えていきたいと、そのように考えます。 

 議  長  横山議員 

 横山議員  よく分かりました。よろしくお願いをいたします。 

 町外からの勤務の行政職員から本町へふるさと納税ということについて、敢えてお

尋ねをしたわけでございます。誤解のないように申し上げておきますけども、ふるさ

と納税のあるなしにかかわらず、町外からの勤務を否定しているものではありません

し、筑前町を愛していないとは申しません。 

 本町を愛し、愛する、本町を思い、愛する優秀な人材であれば、町内外居住を問わ

ないことは言うまでもございません。 

 以上の件について、今後も追及していきたいと思いますので、よろしくお願いをい

たします。短いですけども、私の一般質問を終わります。 

 議  長  これで、３番 横山善美議員の一般質問を終わります。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩をします。 

 １時４０分より再開します。 

 （１３：２９） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１３：４０） 

 議  長  １０番 川上康男議員 

 川上議員  通告に従いまして、３点質問をします。 

 まず、図書館の運営について、お尋ねをします。 
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 コスモス図書館、めくばーる図書館、両施設の統合の考え方についてですが、この

件については平成２６年６月定例会において質問をしていました。 

 町長は、人口３万人の町で２つの図書館は過分かもしれないと。しかし、図書館の

あるべき姿は中学校単位が望ましいと。費用対効果を前提として、両施設の利用をさ

らに工夫、充実した方向で進めたいと答弁されていました。今でも同じ見解なのか、

町長にお尋ねをいたします。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  まず、私のほうから答えさせていただきます。 

 本町には２つの公共図書館がございますが、この公共図書館は町民の多様な生き

方、考え方に応えるため、誰でも、いつでも、どこでも、どんな資料でも利用できる

図書館という方針の下に運営し、町民の暮らしに役立つ図書館サービスに努め、また、

すべての町民に親しみやすく、入りやすく、利用しやすい開かれた図書館づくりを目

標に掲げております。 

 なお、議員がお尋ねの２つの図書館の統合についてでございますが、これにつきま

しては、極めて次元の高い政策的判断でございますので、生涯学習課長、図書館長と

しての立場からの答弁は差し控えさせていただきます。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 図書館は２つ必要かというご質問でございます。 

 私のこの任期、２期目４年間考え方は変わっておりません。合併時にお互いが努力

をされてつくられた思いのこもった図書館でございます。それぞれ最初に合併ありき

であれば、２つの図書館は当然できていなかったでありましょう。しかしながらそれ

ぞれの自治体が将来を考えて、やはり子どもたちのために、多くの社会人のためにつ

くられた図書館、これは、このような立派な図書館を、図書館機能を今の段階では充

実すべきだと、そのように考えは変わっておりません。 

 また、新しい新体制になればですね、そういった方針が、どのような方針が示され

るか分かりませんが、私としては変わらない気持ちでございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  なぜこの質問を再びしたかと言いますと、２万９,０００人のこの町にですね、図書

館が２つ要るのかと、贅沢ではないかと、住民からよく問われます。 

 また、昨年１０月に議会報告会をですね、３班に分かれて実施したわけでございま

すが、私たちの班の中でですね、この質問が出てまいりました。統合を提案された方

と現状に賛成の方が互いに意見を言い合い、賛否両論でこれは終わりました。 

 私は、２つの図書館をですね、継続していくための判断基準は、予算も含め今後の

利用状況、費用対効果などの実態を検証し、改善が図られないときに、統廃合につい

て判断する必要があると考えております。 

 そこで平成２７年度と５年前の平成２３年度の利用状況について比較をしてみま

した。 

 平成２７年度の登録者数は、町内１万６,６３０人、町外６,７３２人、合計２万３,

３６２人です。５年前より１９％増加をしています。特に町外の方が２４％と大幅に

増えています。 

 次に入館者数ですが、２．９％減少し１４万９,７００人、貸出人数は１６％減少し

８万２,３３３人です。貸出冊数も１５％減少し３２万２,５００冊となっています。 

 登録者数は増加していますが、入館者、貸出人数、貸出冊数すべて５年前と比べて

減少しています。いかに活字離れが進んでいるかが、顕著に表れた数字だと考えてお

ります。 
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 この現状を捉え、今後どのように改善し、町民の暮らしに役立つ図書館を目指すの

か、見解をお尋ねをいたします。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 入館者、貸出冊数が減少する図書館は、平成２２年から全国的に増えております。

本町においても同様で、同じ傾向でございます。特に中学生から５０歳以下の減少が

顕著でございます。 

 近年ライフスタイルの変化、インターネット、携帯電話、電子書籍等のＩＴ機器普

及によりまして、図書館の利用機会が減少している要因と考えております。 

 これまでは本を読んだり調べ物をするために図書館を利用していた人が、パソコ

ン、タブレット、スマートフォン等で対応しているためだと考えております。 

 また、今後入館者や貸出冊数を増やす対策についてでございますが、平成２８年度

に新図書館システムを導入し、Web予約が新たにできるようになりました。ホームペ

ージも利用いたしまして、Webサイトによる情報発信を行うなど、サービス向上に努

めております。 

 このシステムは、自分が読んだ本をマイ本棚に格納したり、書評、いわゆる本の評

価を書き込むことができるなど、読者の関心を引くシステムでもあり、図書館利用者

が増えることを期待しております。 

 また、蔵書回転率という指標がございます。年間貸出冊数を全蔵書数で割ったもの

でございます。この率が高いほど蔵書がよく利用されているということになります。 

 これを例えば分類別に行えば、どの分類の蔵書がどの程度利用されているかが分か

り、利用が多い分野の蔵書を多く置けば利用が伸びる可能性があります。 

また、イベントの充実も考えられます。現在行っているブックスタート、ブックス

タートプラスでの読み聞かせの良さや、利用カード加入推進、土日や夏休み、春休み

を中心に行っているお話会、ポップ作り、工作教室、布絵本講座等を充実させること

も重要だと考えております。以上でございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今答弁されましたが、以前から行っている事業が多かったと思います。また、本当

にボランティアの方がですね、一生懸命頑張っていただいて、図書館を利用するため

の活動を行っておられることは私たちも非常に感謝をしているんですが、それでもま

だまだまだ伸びていないということで、今、担当課長から回転率も言われましたが、

回転率もですね、前回は５年前１．６４回だったのがですね、今１．３回ということ

で、これも下がっているわけでございます。 

 今、言われましたので、それを見守っていきたいとは考えておりますが、まだ努力

が必要でないかなと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 ただ、公共図書館運営方針の中に、図書館サービスの重点項目があります。 

 未利用者の利用促進に努めるために、図書館を利用するのが困難な人へのサービス

の拡充とあります。何か手立てを考えておられるのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 学校放課後に各学童保育所に通っている児童たちがおります。この子どもたちは来

館が困難な児童でございますが、そういう子どもたちに対して、学童保育所に絵本の

配本と出前のお話会を行っておるところでございます。 

 また、朝老園、グループホームさくら、朝倉苑などの老健施設入所者等に対する団

体貸出等を行っているところでございます。 

 それから、長期入院や自宅療養などの図書館に来れない方に対しては、代理の方に
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よる図書館利用カード登録や代理貸出のサービス等を行っているところでございま

す。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今、答弁をいただきましたが、今までに実施されているものも、もちろんあります

し、最後の答弁は、私は非常に良かったかなと思っています。 

 自治体総合施策における地域振興を目的とした図書館事業を閲覧しました。 

 本町のコスモス図書館取り組みの事例も掲載してありました。どーんとかがし祭り

に特設会場を設け、大型紙芝居の読み聞かせを行うものです。たいへん良い取り組み

とは理解をしています。 

 ただ、他の自治体ではたいへん参考になるものがありました。館長である課長も既

に見てあると思いますが、筑後市の宅配サービスの取り組みであります。 

 図書館を「もっと便利に、もっと身近に」をモットーに、来館できない在宅高齢者、

体が不自由な方、子育て中のお母さんたちを対象に、図書館資料を自宅まで無料配達

するサービスを行っております。 

 地元商店街の方に月５,０００円の配達料を払って依頼する制度です。店の方は配達

先から注文も入り、お互い喜んでいるとのことです。本の宅配実績は当初より１．７

倍になったということが、昨年のテレビで放映されておりました。 

 たいへん良い取り組みと思いますが、また、本町でもすぐ取り組める事案と考えま

すが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  議員が言われましたのは、日本図書館協会が昨年各図書館に行ったアンケートの結

果だというふうに思っております。 

 県内のアンケート結果を見ましたら、それぞれ公共図書館で１つから２つの事業を

行っておるようでございます。創業セミナー、ブックスタート、お話会、ブックリサ

イクル、子ども読書活動推進、ボランティア養成講座、ハローワークと連携した就労

支援等でございます。 

 今、議員が言われましたように、筑後市では宅配サービスにより、住民サービス、

地域振興を図っているようでございます。しかしながら、経費もかかるということで

ございますので、今後慎重に研究をしていきたいというふうに思っております。 

 次に、本町における取り組みを紹介させていただきます。 

 先ほど言いましたように、各市町村１つか２つの事業でございますが、本町ではお

話会、ブックスタートをはじめ就労支援コーナー、医療支援コーナー、よかとこ筑前

コーナー、これは観光・名所紹介等でございます。等を設置するなど、多くの事業を

実施し、住民の方へ情報を発信をしております。 

 また、町の後期基本計画のシンボルテーマの１つに、「食に感謝し、平和を願うま

ちづくり」がございます。町図書館では、本町の基幹産業であります農業の振興、食

のまちづくりをアピールしています。 

 具体的には、図書館内にみなみの里のチラシや黒大豆を使ったレシピ本を置いた

り、クロダマルの収穫、解禁時期をホームページに掲載をしています。 

 また、平成２８年度は小麦粉ですね、むぎかちゃんを使い、絵本に登場する料理や

お菓子を作るイベント、いわゆる絵本クッキングと申しますが、を、町内の方を講師

に、親子で開催をしたところでございます。 

 今後も地域に貢献する取り組みを模索していきたいというふうに考えております。

以上でございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  いろいろな取り組みを報告していただきましたが、先に申しましたように、未利用
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者の利用促進を図るという点ではですね、私は非常に筑後市の取り組みは良い取り組

みじゃないかなと。費用がかかると言われましたけど、私はこれを見てですね、商売

されている方に月５,０００円払って、そして宅配していただくということですから、

そんなに費用は私はかからないと思います。ぜひですね、前向きに考えていただきた

いなということで考えております。 

 ぜひ、図書館の果たす役割、使命を見失うことなく、充実した運営をお願いいたし

まして、次の質問であります就学援助施策について、お尋ねをいたします。 

 昨年２月から５月にかけて子どもの貧困、就学援助に関する報道が西日本新聞に掲

載されていました。経済的に困窮する家庭の小中学生に、学用品、給食費等を助成す

る就学援助制度について、保護者への周知方法に大きな差が生じていると。 

 ２０１４年の調査では、鹿児島県は全市町村で入学時に説明書を配布しているが、

福岡、佐賀、熊本、３県においては６割にとどまり、全国平均６７％を下回っている

ことが掲載されています。 

 そこでまずお尋ねしますが、本町の就学援助制度の周知方法は的確に行っている

か、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 この質問につきましては、平成２７年第４回定例会において河内議員の質問に答弁

しているとおりでありまして、現在も変わりありません。 

 議員ご指摘の入学時における説明書類の配布が、先ほど九州３県において６割とい

うことでございましたが、私が教育担当課長会、県の担当者会に行くときも福岡県の

担当課からそういう報告を受けることはあります。 

 まだ周知が徹底してない町村があるんだということもありますけれども、当筑前町

においては、十分な周知徹底をしているということを認識しております。今後も周知

徹底をすることで、申請漏れ者の軽減に努めていきたいというところであります。今

後も周知徹底に努めてまいります。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  広報ちくぜんの３月号ですね、これで私も見まして、すぐ３ページに載っておりま

した。 

 また、事前に課長からいただいた平成２９年度就学援助制度のお知らせ、これを見

てですね、本当に本町はですね、十分に周知をされているんだなということで、十分

これは伝わりました。ありがとうございました。 

 ただ、この周知についてですが、いつ、誰に周知されているのか、周知方法につい

て、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  先ほど答弁したとおりではございますけれども、具体的に申し上げます。 

 まず、最初に、前年度受給者には１月に文書で個別に通知いたします。 

広報に３月号と９月号に掲載、年２回掲載いたします。 

 ３つ目に、就学時健康診断の折に相談に乗ったり、スクールソーシャルワーカーと

の連携も図っております。 

 最後に、毎年全保護者へ就学援助の制度のお知らせという文書を、１学期初めに学

校を通じて配布しておるところでございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  はい、分かりました。 

 次に、就学援助制度認定基準・援助費の実態についてお尋ねをいたします。 

 ただ、援助費の実態については、昨年県下市町村の援助費、補助金額と同額に改善
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をされておりますので、この件については省きたいと思っております。 

 就学援助制度認定基準について、質問をいたします。 

 生活が苦しい準要保護世帯の認定条件となる所得基準に、九州の市町村間で最大３

倍の格差があったと報じています。２０１６年度の準要保護世帯の認定基準年収を、

両親と子供２人の４人世帯、父４０歳、母３５歳、子ども９歳、４歳で尋ねる結果が

掲載されていました。 

 収入が、基準の自治体で一番高かったのが福岡県みやこ町の４４７万、最も低かっ

たのは宮崎県高鍋町の２１０万です。 

 課税所得で最も高かったのは熊本県甲佐町の３８３万、最低は鹿児島県徳之島など

１２０万です。 

 福岡県みやこ町は、生活保護基準額の１．５倍で基準年収を設定しています。周辺

自治体よりも高めだが、援助を必要とする人が支援を受けられるようにということで

あります。 

 また高鍋町は、同基準額の１．１倍で設定をしています。財政が厳しく予算額確保

が困難で、基準を厳しくせざるを得ないという説明をしています。 

 そこで本町における認定基準年収の設定の考え方、その額はいくらになるのか。ま

た、県下６０市町村のうち本町はどの位置に値するのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  まず、最初に、本町の県内での位置は存じておりません。県内全部を調査しており

ません。 

 それでは、本町の認定基準について、お答えいたします。 

 本町は、生活保護基準の１．２５倍を所得基準としております。そのモデルケース

として、両親と中学生１人、小学生１人の４人家族の試算では、生活保護世帯で社会

保険料等を控除する前の金額で２１０万が基準ですので、本町はその１．２５倍です

から、約２６０万円以下が認定の限度額になろうかと思います。 

 これを社会保険料等を加えますと、３００万近くになるのではないかというふう

に、厚生年金、社会保険料、地震保険料等が加わりますので、３００万近くになるの

ではないかと思われます。 

 本町のこれまでの認定基準の経緯ですけども、平成２１年度から１．１倍、平成２

２年度から１．２倍、平成２６年度から現在の１．２５倍に引き上げた経緯がありま

す。 

 また、近隣自治体の認定基準ですが、朝倉市で１．２倍、小郡市で１．３倍、大刀

洗町で１．０倍などとなっております。 

 旧筑紫郡につきましては、すべての自治体が住民税の所得割を基準としているため

に、単純に比較できない状況であります。 

 このことは、先の河内議員の質問にも答弁したとおりでございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  ２６年までですね、徐々に引き上げられて、今が１．２５倍ということで、この数

値が県でどのくらいかということは分からないということでございますので、調べて

ないということでございますので、これからどういうことかということで判断するわ

けですが、近隣では朝倉市が１．２倍、小郡市が１．３倍、大刀洗町は１．１倍とい

うことですので、その範囲内からいくと中間ぐらいかなというような判断はいたしま

す。 

 県が発表した２０１７年一般会計予算案は、総額１兆７,２０９億円です。この予算

の重点施策の１つに、子どもの貧困対策、雇用創出を掲げています。 

 県内の貧困率は全国平均を上回り、昨年生活保護世帯の子どもの大学進学率や就学
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率を、全国平均より高くすることを目標に盛り込み、子どもの貧困対策推進計画を策

定し、７５９億円を計上して、対応策を強化するという方針であります。 

 先ほどから課長からの説明を受けましたが、認定基準平均は調べてないということ

ですが、平成２５年度本町の受給者は２４３人です。１人当たり２万４,５００円、総

額約６００万円となっています。これが仮に１００人増えたとしても、そんなに財政

を圧迫するとは思いません。児童生徒が学ぶ環境は、町長の施策を反映し、ハード面、

ソフト面とも充実し、県内トップクラスと言っても過言ではありません。 

 しかし、この就学援助施策は、どうでしょうか、まだ改善の余地があると考えます

が、教育長の見解をお尋ねいたします。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 先ほど課長が説明いたしましたように、これまで平成２１年度から随時引き上げて

まいった経緯がございますことからも、本町の認定基準は近隣と比較いたしまして

も、現状では適当ではないかと、そのように考えているところでございます。以上で

ございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  確かに朝倉市、太刀洗から見たらですね、うちはいいと思いますし、ただ、小郡か

ら見たら少し低いかなと。 

 ただ、近隣をすぐ比較するということが、私はどうなのかなと。今の地方創生の時

代に、やはり私の町はこういうことをして頑張っていますよと、やさしい町をつくっ

ていますよというふうなですね、やはり取り組みからしたらですね、私はやはり、も

ちろん財政と照らし合わないかんと思うんですが、こういうものを取り組んでです

ね、やはりアピールするのも私は必要じゃないかなというような考えを持っていま

す。 

 ぜひ他町村、近隣をということじゃなくてですね、やはりうちの考え方としてです

ね、私は取り組んでいただきたいなという考えを持っております。 

 それでは次に、入学準備金の支払時期の改善について、質問をいたします。 

 小中学校入学時にランドセルや制服などを購入するための入学準備金は、本来入学

前に必要な準備金ですが、大半の市町村が５月から７月の支給となっております。 

 そこで、本町の支給はいつになっているのか、お尋ねいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えします。 

 本町の支給時期は１学期末でございます。８月になります。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今、８月ということで答弁をいただきましたが、一昨年から今年にかけて、入学準

備金を前倒しして、３月までに支払う自治体が急激に増えてきています。本町の申請

締め切り日は、このお知らせを見ますと４月の１４日までということで、この申請書

がなっておりますが、これではですね、やはりもう入学前の準備金はもう間に合いま

せん。別に金がかさむわけでもなく、本年度から実施すれば喜ばれる施策だと考えま

す。 

今年は町長選挙があり、本定例会は骨格予算です。６月定例会に肉付け予算として

計上して年内に周知を徹底すれば、入学前に準備金として来年２月から３月に支給す

ることができるのかと考えます。 

 教育長の見解をお尋ねします。 

 議  長  教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 
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 入学支度金の早期支給の導入についてでございますけれども、申請後に住所が異動

になった場合とか世帯構成の変更等によって、認定基準に該当しないようなケースも

ございまして、返納事務がですね、非常に複雑になってまいります。様々な解決すべ

き問題が発生すると想定されますので、今後ですね、これらをしっかり研究をしなが

らですね、入学支度金の早期支給の導入についてですね、研究をしっかりやってまい

りたいと、そのように思います。以上でございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  研究をされるということですが、以前課長と打ち合わせをさせていただいたときお

聞きしたのに、県下で最近１１ですかね、自治体でもう準備金の前倒しをしていると

いうことで、これは最近これが出てきたということで、やはりどこの自治体もですね、

やはりこの新聞報道、これは、今言いました２月から５月にかけて、多くこの子ども

たちの貧困について新聞に出てたんですが、それによってですね、非常に早く取り組

みをしておると思います。 

 確かに問題は出てくるかもしれませんが、何と言いますか、学校を変更されるとい

う方が何人おられるか私たちも分かりませんが、そんなに事務が煩雑かなという気も

するわけです。 

 私はやはりせっかく準備金を待っておる家庭のためには、できれば２月頃までにし

ていただきたいということでございますので、ぜひですね、検討課題を克服していた

だきまして、早く取り組んでいただきたいということでお願いします。私もこれは促

進を見守っていきますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、不要となった学用品・制服・ランドセル等譲渡制度の取り組みについて、お

尋ねをいたします。 

 日本には「もったいない」といった良い文化・風習が残っています。家庭の懐事情

によって、学びの場に格差が生じてはなりません。それを防ぐために対策に乗り出し

た自治体が増えてきています。 

 不要となった学用品・制服・ランドセルなど、家庭同士または生徒同士で無償で提

供されておることは承知しておりますが、これを自治体、学校で取り組んではと提案

するものでございます。 

 古賀市教育委員会は２００７年から、中学・高校の卒業生に制服を無償提供しても

らい、必要な生徒へ回す制服リユース取り組みを続けています。不要となった市立中

学校の制服や近郊の高等学校の制服を預かり、必要な人に譲っていくシステムであり

ます。 

 また、福岡市内の中学校ではＰＴＡが中心となり、制服を融通しあう取り組みを行

っています。学校を通じてプリントを配布し、小さくなった制服、体操服、ジャージ

などを集めて提供しています。この取り組みは新入生だけではなく、在校生にも人気

があり、たいへん好評だと言ってあります。 

 物を大切にする心を育む教育も重要な施策と考えますが、見解をお尋ねいたしま

す。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  現状の取り組みを報告いたします。 

 生活困窮者、困窮世帯にとどまらず、多くの家庭にとって子どもの制服や学用品等

にかかる負担は少なくないのが現状であると考えています。 

 そのため各中学校では現在、学校が卒業生などに呼び掛け、不要になった制服や体

操服などを集め、希望する家庭に無償で譲渡する取り組みが行われております。実際

に学校でやっているわけでございます。 

 これまでの実績として、卒業間際に転入してきた生徒や最終学年途中で制服が破損
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した生徒、入学時に購入した制服や体操服が小さくなり、買い替えを検討していた生

徒に無償で譲渡をされておる実態がございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今報告を受けましたが、その件数等については把握してあるでしょうか。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  すみません、把握しておりません。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  物を大切にする心ですね、今、中学校でされているということでございますが、私

は全ての学校でですね、やはり取り組んでいただいたらなと考えております。 

 特に中学校はですね、入学時と、それから２年、３年になってきますと、身長も大

きくなって体も太くなります。やはりそういうことで、私もお母さんに聞いたわけで

すが、やはりクラブ同士で、子どもたちでお互い譲り合いしてますよとかいうような

ことは聞きます。 

 たいへん良いことなんですが、これをですね、学校で大きく育てていただいて、や

はり教育委員会として取り組んでいただいたらなという考えが、古賀市ではないんで

すが、考えております。ぜひですね、考え方をまた改めていただきたいということで

思っております。 

 では、最後になりますが、地域コミュニティ推進計画について、質問をいたします。 

 私は、平成２１年度から現在まで、南部コミュニティ運営協議会の顧問を仰せつか

っていました。２９年度より田口議員と交代をします。１つの節目と捉え、南部コミ

ュニティモデル事業の今後の考え方、校区コミュニティの設立の考え方について、質

問をいたします。 

 南部地区コミュニティ運営協議会は、平成２１年度からモデル事業として取り組

み、８年が経過しようとしています。手探り状態で取り組んできたこのモデル事業も、

所管課、関係部署のご理解、ご協力により取り組む姿勢は向上し、その結果、南部５

区から認知度、評価は高まり、成果も表れてきました。反面課題も山積しています。 

 一部の方はコミュニティへの批判、無理解、そして５区の温度差があるのも事実で

す。 

 役員である区長の考え１つで、その区の今後のかかわり方が決まるといった問題が

今でも生じています。情けないと考えることもあります。 

 当然、この協議会で解決する課題ではありますが、協議会会長は、少年大使館とい

った拠点を持っていることは恵まれている、これを活かさないといけない、もう後に

は戻れない、そういう考えを持っています。 

 そこでお尋ねをしますが、今年で９年を迎える協議会を、今まで同様持てる事業と

捉え、積極的にかかわっていくのか、それとももう９年を迎えた今日、もう一人立ち

したこの南部コミュニティと捉え、後方支援に回るのか、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 南部コミュニティの事業につきましては、同協議会の皆様を中心にですね、地域の

課題やニーズに対応した取り組みを行っていただいているところでございます。 

 今後も南部コミュニティの運営協議会の活動をですね、支援をしてまいりたいとい

うふうに思っておるところでございます。以上です。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  今後もですね、積極的にかかわっていくという答弁であります。たいへん良いこと

だとは思うんですが、モデル地区としてですね、もう８年経過したと、９年目を迎え

る中で、まだモデル事業かというようなこともあります。 
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 そういうことも含めましてですね、考え方があるわけですが、今後ともかかわって

いくということでございますので、それを積極的に私たちも取り組んでですね、また

頑張っていきたいと考えております。 

 今までですね、このコミュニティについては、校区を中心とした活動の具体的課題、

緊急性や必要性は見えにくいというようなことで言われていました。また、行政区が

中心とした考えで根付いており、当面は拙速な組織化は避け、調査研究に力を注ぐと

いうことを言われておりました。 

 今でもそのような考えでよろしいんでしょうか、お尋ねをいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 これまでの議会での答弁を踏まえつつ、他校区のコミュニティの事業につきまして

は、地域事情や課題を把握していきたいと考えております。 

 他校区での設立につきましては、地域での多くの議論も必要ではないかなというふ

うに思っておりますし、その中で方向性も確認していく必要があるというふうに思っ

ております。 

 また、町も新執行体制の中で、その取り組みについてですね、方針の協議・確認が

必要だろうという、こういった作業が出て来ると思いますので、こういった部分につ

きまして、今後取り組みたいというふうに思っております。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  １月に実施しました三輪地区区長会と三輪地区議員の意見交換会で、一番先に出て

きた問題がこのコミュニティ推進計画でした。各区とも共通の課題を有し、地区コミ

ュニティ設立の必要性が問われています。 

 今、課長からの答弁もありましたが、早急なですね、私は校区コミュニティ設立が

必要と考えますが、町長の見解をお尋ねいたします。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 先ほど課長からも話をいたしました、新体制の中でまたさらなる協議が行われるか

とは思います。 

 ただ、このコミュニティというのは非常に困難な問題であるということは、まぎれ

もないことだろうと思っております。従来の基本的な集落の行政区組織、このコミュ

ニティがしっかりしとるが故にですね、なかなか集合体というのは困難であるという

ことが言えると思っております。 

 ただ、今コミュニティスクールというのがですね、それなりの陣容で様々な取り組

みをなされております。 

 特に南部地区につきましては以前、合併前に１つの小学校でも立地したらどうかと

いう話もあったように聞いておりますし、あそこはあそこで、今のコミュニティを充

実させていただいて、なおかつ小学校単位のコミュニティスクールを核とした更なる

拡張が、充実が今後重要ではなかろうかと、そのようにも考えているところでござい

ます。いずれにしましても、この議論を起こしたいと思います。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  以前からですね、このコミュニティスクールとかけて、いつも町長からの答弁をい

ただきよります。 

 ただ、本当にまた町長も言われますように、この組織作りは難しいと思うんですが、

今後のですね、今言う、全然先が見えないということなんですが、南部コミュニティ

事業とこのコミュニティ推進計画、これを車の両輪にたとえてみますと、南部コミュ

ニティ事業という車はですね、もうどんどん回り始めました。 



 35 

 ところが今、一方のですね、このコミュニティ推進計画についてはですね、今、町

長からも言われましたように、まだ非常に難しい問題があって、今後の課題だという

ことで、まだ全然前には進んでおりません。 

 そういうことで何と言いますか、片方が回って、片方が回れば、そこがぐるぐる回

るだけでございますので、早くですね、方向を示して、両方ともスムーズに車が回ら

なくてはならないんですが。 

 何と言いますか、この南部コミュニティのモデルがどのように活かしてですね、モ

デル事業としてどういうふうな位置付けで、またこれを進めていかれるのか、非常に

私たちも戸惑っておるわけですね。 

 ですから、もう８年、９年、今度９年を迎えるこのモデル事業を、いかにこの地区

にコミュニティ推進を伝えていくのか、課長、どんなふうに考えてありますか。もう

一度お答えを願います。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 南部地区コミュニティ運営協議会につきましては、各部会を立ち上げられて、この

間、地域のニーズそれから課題に合わせた取り組みをたくさんしていただいておりま

す。 

 こういったものをですね、それぞれ町としてもＰＲをさせていただきながら、他校

区への議論、設立やその検討に向けた議論等にもですね、有効に活用させていただき

ながら、本当にコミュニティの必要性についてですね、皆さんで議論できるような素

材として活用させていただきたいと思っておりますし、そういう場をですね、新執行

体制の中での議論を踏まえながら、今後検討していきたいというふうに思っておりま

す。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  私は、やはり早く取り組みをするべきじゃないかなと考えております。 

 単一行政区でですね、解決できない問題が山積しております。 

 例えば消防団員確保問題、それから高齢者対策、防犯・防災、多くの課題があるわ

けでございますが、これを広域で取り組むことで、より良い成果が出てくると私は考

えております。 

 また、午前中、石丸議員からも言われましたが、隣の小郡市は地区コミュニティセ

ンターで自治会バスを運営しています。ここはもう２カ所になっています。 

 また、筑紫野市御笠地区も今年から運行していきます。自治体から７、８人乗りの

車と燃料代、保険料を提供していただき、行政区も負担をしていただきながら、地区

協議会で取り組むまちづくりをしておられます。 

 私は、校区コミュニティをつくることによって、その地域に合った、その地域でし

かできない様々な取り組みができるのではないかと考えております。それが今申しま

した、小郡市なり筑紫野市のコミュニティセンターで取り組んでいる良い事案ではな

いかと思っております。 

 そのために南部地区コミュニティ推進事業が取り組んでいると、私は考えておりま

す。どうかぜひ、早急な取り組みをお願いいたしまして、私の質問を終わります。あ

りがとうございました。 

 議  長  これで、１０番 川上康男議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで休憩をします。 

 ２時４０分より再開します。 

 （１４：２７） 
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 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１４：４０） 

 議  長  ６番 木村博文議員 

 木村議員  私は先日ですね、ちょっと喉の治療をしまして、まだ完治しとらんもんですから、

お聞き苦しい点があるかもしれませんが、ご了承いただきたいと思います。よろしく

お願いします。 

 また、本日はですね、企画課長の当たり日で、さっきから何度も長い時間出てあり

ます。できるだけ簡潔にですね、回答のほうもお願いできたらと思います。 

 それでは、通告書に沿って、質問いたします。 

 今回は町の観光戦略についての質問でございます。 

 まず（１）の①です。大刀洗平和記念館について、お尋ねいたします。 

 記念館については以前より、何度となく質問をさせていただいております。特に今

回の研修室の増築、これに関してはですね、たいへん心待ちにしておったところでご

ざいます。４月にはリニューアルオープンするそうで楽しみにしておるわけですが、

そこでお尋ねいたします。 

 今回展示スペース、こちらが大きくなっております。研修室ですね、展示室兼展示

室、こちらが広くなっております。今まで以上に魅力ある事業展開がなされるものだ

と思っております。 

 先ごろの議会で山本久矢議員でしたか、平和学習ですね、これについての活用とい

うことで質問もあっておりました。この部分については、まだ伸びしろがある部分だ

と思っております。施設が良くなった分、何かこれまでと違う取り組みを考えてある

か、お尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 大刀洗平和記念館の増築の件についてでございます。簡単に概要をご説明をしたい

と思います。 

 増築につきましては、約２００名が収容できます多目的室と特攻をテーマとした展

示室を設置をする予定でございます。 

 展示室につきましては、戦時中特攻に多く使われたゼロ戦のエンジンや翼などの実

物使用を施設の中央部に配置をし、シンボル展示として展示いたします。 

 また、特攻の時や場所、米軍による防御や太刀洗から特攻されたこと、特攻で亡く

なられた方たちの名簿等々をですね、グラフィックのパネルで展示をし、特攻隊員さ

んの遺品もですね、実物使用として展示するようにしております。 

 また、本館にあります既存のシアター室につきましては、定員が約１００名でござ

いまして、一般の来館者が映像鑑賞するスペースとして、これまで活用していきたい

と考えておりますし、新設の多目的室につきましては、音響映像設備も整えておりま

す。修学旅行等大人数の来館者が一度に映像鑑賞し、朗読や語部の講話も聞けるよう

にしたいと考えております。また、講演会や映画の上映会開催、短期間での展示スペ

ースとしても活用できるというふうに考えております。 

 今後の具体的な取り組みについては、検討するようにしておるところでございま

す。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ぜひですね、今度増築された部分については、特別展なんかが２階であってたんで

すね、今までですね。なかなか皆さん足を運ぶのにも遠いということでですね、その

部分が１階に、そういうふうな広いスペースが活用できるということで、ぜひ有効に
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ですね、活用していただいて、最大の効果をあげていただきたいと思います。 

 次に、ヘリコプターですね、２番のヘリコプターの展示目的はという部分でお尋ね

いたします。 

 このヘリコプターは航空宇宙協会、こちらからのゼロ戦の提供を受けられたとき

に、一緒に持ち込まれたものだと思っております。 

 住民の皆さんからは意見もいろいろいただきまして、いろいろ議会に対しても説明

等々あったところで、大方のところは理解しておるところでございますが。 

 今回なぜですね、この記念館の計画してある部分にですね、記念館の前の駐車場の

一番端なんですけども、展示するようになったのか。   

 この航空宇宙協会さんから引き受けられたときに、何か展示することについても、

何か取り決めとかあったものかですね、まずその部分について、お尋ねしたいと思い

ます。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 ヘリコプターを今回増設に合わせ屋外展示をするようにしております。このヘリコ

プターのですね、これまでの若干の経緯をご説明をしたいというふうに思っておりま

す。 

 屋外シンボル展示として、三菱重工製の大型ヘリコプター、機種名がＭＨ２０００

Ａと言いますけども、こちらを移設展示を行うようにしております。 

 このヘリコプターは、当時三菱重工がですね、２１世紀に夢をかけて送り出したヘ

リコプターというふうに言われておりまして、機体展示を同一メーカーが同時に開発

をしたというのは、当時例をないということで、民間用としてですね、量産を目指し

て三菱重工が開発をしたものでございます。 

 このヘリコプターにつきましては、しかしながら民間で利用されたのは２機のみで

ございまして、このヘリコプターも平成１５年１０月から１年間、東京で遊覧飛行で

使用をされております。 

 その後は、三菱重工名古屋工場にて保管をされ、平成１７年の８月にですね、記念

館での展示を前提に、朝倉市の音楽館のほうに搬入をし、現在まで保管をしていると

ころでございます。 

 当時大刀洗平和記念館は、戦争と平和に加え航空技術、宇宙もテーマとした展示計

画がございました。そのシンボル展示として購入をさせていただいておりまして、そ

の後記念館の事業費の縮小、テーマの再検討が行われ現在に至っております。 

 記念館では当初に比べると規模は縮小しておりますけれども、航空技術を紹介する

常設展示も本館のほうでやっております。今回の増改築にあわせて、このヘリコプタ

ーを航空技術の発展のシンボルとして、屋外で実物展示をしたいということで、今回

移設・展示をするようにしておるところでございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  現在の航空技術の紹介もしていくということでですね、今、申されましたけども、

私は、この大刀洗平和記念館、やはり陸軍太刀洗飛行場、こちらの歴史を学ぶことに

よって、平和を語り継ぐというですね、大きなコンセプトをもとに、それを中心にさ

れると思うですが。 

 今聞きますと、方向転換とまではいかないにしてもですね、そういう航空宇宙とか

についても展示・紹介していくということで、これからはわずかな方向を変えられる

ということで、捉えてよろしいんでしょうか。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  大刀洗平和記念館は開館当初からですね、大きくテーマを３つ持っておりました。 
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 １つは航空技術の発展、それから太刀洗飛行場にかかわる概要とその様子、それか

ら特攻や空襲といった非常に悲しい出来事、この３つを合わせて記念館の大きなテー

マとして、この間運用させていただいておりますので、展示方針が変わったというよ

りもその１つ、その中のテーマを今後も堅持をして、１つのシンボル展示ということ

で考えております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  当初の計画は分かりましたが、今申し上げたように、やっぱりあそこにヘリコプタ

ーを置くことのですね、意図たるものがですね、どうも私には理解できないと思うん

です。 

 だから、例えばですね、みなみの里とか多目的運動公園ですね、今度グランドオー

プンしますけれども、そちらに行けばですね、子ども連れの家族とかが多いんですね、

小さな子がですね。そんなところに持って行ければですね、もっと子どもたちにも親

しんで見てもらってですね、いいと思います。 

 みなみの里とかについてはですね、大任町だったですか、１億円のトイレ、１億円

もかけてですね、投入して、お客さんを寄せとるわけですが、うちはですね、ああい

うふうなヘリコプターはですね、ほんと安い価格で譲り受けられたということも聞い

ております。負担もかかりません。ああいうのを持ってですね、なんかヘリコプター

があるみなみの里としてですね、また集客に繋がるんじゃないかなと思うんですが、

そちらの考え方はできませんでしょうか、お尋ねします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 ヘリコプターにつきましては、当初からですね、大刀洗平和記念館事業にかかわる

ものとして購入をさせていただいておりましたので、今回の増築にあわせて記念館で

展示をするのがですね、町の方針としても一番最良ではないかという判断の下に、展

示をさせていただきたいというふうに思っております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  このことについてですね、ここで議論をしていっても、もう着いたんですかね、ど

うか分かりませんけれども、答えが出ないことだと思いますので、また、これについ

ては議論させていただきたいと思います。 

 それでは、また展示についてですね、これは野ざらしの状態でですね、屋根も何も

付けんで展示されると聞いております。 

 セキュリティも今駐車場部分にはかかってないわけですが、ヘリコプターはマニア

から見ればですね、宝の山でして、いろんな盗難とかの心配とか出てくると思うんで

すが、セキュリティがかけられるかどうかというのもお答えいただきたいんですが、

屋根とか付ければですね、今度は錆とかなってくれば、塗装もし直したりですね、長

いスパンで見ればですね、しなくちゃいけないだろうと思うんですけども。 

 総合的に安く、屋根付けたほうが管理費が安いように感じるんですけど、その辺り

はどう計画されてあるかお尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 ヘリコプターにつきましては、屋根等のですね、屋内展示は計画をしておりません。

あくまでも屋外展示として、今工事を進めておるところでございます。 

 セキュリティや盗難対策、当然この部分の課題が出てくるというふうに思っており

ます。防犯カメラやその他ですね、内部の機器等の盗難にも対策が必要ではないかな

というふうに思っております。 

 実際多くのですね、飛行機やヘリコプターを屋外展示している資料館もございま
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す。例えば鹿児島県の鹿屋の資料館、それから岐阜県の各務ヶ原というところがです

ね、陸軍の飛行場があったところですけども、こちらのほうにも航空宇宙資料館ござ

いまして、こちらのほうでもですね、たくさんのヘリコプターと飛行機が屋外に展示

をされているところでございます。 

 現在、三菱重工さん、それからその他資料館にもですね、問い合わせをさせていた

だいているところでございまして、それらのご助言もいただきながら、対策の検討を

今行っているところでございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  記念館単独で見た場合の会計もですね、かなり厳しいものがあるということで聞い

ております。できるだけかからないようなですね、もちろんのことですけど、何の事

業にしてもそうですけど、できるだけ経費を少なく済む方向でですね、検討していた

だきたいと思います。 

 そしてまた今回増築ということになると、入館者数ももちろん計画の上では増やさ

ないかんわけですね。 

 そうなった場合、去年でしたか一昨年でしたか、バス用の駐車場が足りなくてです

ね、増築されたということでですね、なおかつ道路の反対側の町営の駐車場も利用さ

れてあるということでお聞きしておりましたが。 

 今現在、横に、駐車場のすぐ横に、今は農地ですけども、開発が可能かどうか分か

りませんけど、そういうふうな土地があるんですね、民間の土地ですけども。 

 来館者が増えることに対して、そちらのほうに駐車場も増やすというようなことは

考えてありますでしょうか、お尋ねします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 記念館のバス駐車場につきましては、平成２６年の３月だったと思いますが、５台

から８台に、植栽の部分を拡張して増車のスペースをつくっております。 

 現在、８台のバスの専用駐車場がありますけれども、今回のヘリコプター移設に伴

いまして、１台分をですね、展示スペースに割かなければなりませんので、専用駐車

場としては７台分となります。 

 しかしながら現状におきましても、一度に１０台以上のバスが来ることは時たまご

ざいます。そういうときの対応といたしましては、以前はですね、アスタラビスタさ

んが今あります駐車場をお借りをしたりとかしておりましたけれども、現状として

は、一般の駐車場の西側のほうをですね、予めバス用の駐車場と確保して、現在最大

１５台まではですね、バスの駐車場として確保することができます。 

 これまでの経験からいきますと、バスと一般の駐車場、両方とも入ってしまうとい

うのはなかなかございません。どちらか大体偏る傾向にございますので、一般の駐車

場を兼用しながら、バス駐車場として対応することでできるんではないかなと。 

 そういった場合につきましても、記念館のスタッフ等を配置しながら、事故のない

ように対応してまいりましたし、これからもそういった対応をしていきたいと思って

います。 

 今後全体の入館者が増えた場合にはですね、駐車場全体が慢性的に不足するように

なれば、駐車場の拡張も検討が必要な時期が出てくるかもしれませんけども、現状で

はそういった運用で大丈夫だろうと判断しております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次に、④の戦跡について、お尋ねいたします。 

 記念館事業では地域内の各戦跡にかかわるものも取り組んであります。私もフィー

ルドワークには参加させていただいたことがありますが、この戦跡を巡っております



 40 

とですね、保存に危惧するような場面があります。 

 この件は以前に質問させていただいたこともあるわけですが、掩体壕ですね、こち

らについては皆さんご存じのとおり、保存が進んでおるようで安心したところでござ

いますが、監的壕ですね、原地蔵の公民館の近所にありますが、それから飛行隊井戸、

これらはですね、近所に最近アパートが３軒ほど近隣に建っております。もう１軒間

が埋まって、もう１軒建つとですね、もう飛行隊井戸なんかは、もう表からは全然隠

れてしまって、どこにあるか分からんような状態になってしまいます。 

 そのようにここはですね、住宅地に囲まれております。この地域は白地地域でござ

いますが、４年前には近隣に保育所も建ちましてですね、住宅地として良好な形成を

見ておるところでございます。 

 監的壕は動かそうと思えば、大体元々南のほうから動いてきたと言って、今のとこ

ろにあるということでですね、動かすということも可能かもしれませんけども、やっ

ぱ井戸なんかはですね、もう動かすことはできません。 

 これ以上にですね、住宅地としての圧力が上がる前にですね、計画して整備を進め

るべきではないかなと思うんですが、その辺をどう考えてあるか、お尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 戦跡の保存につきましては、先ほども議員がおっしゃったように、高上にある掩体

壕の保存に向けて、平成２８年１２月末をもって用地取得を行っております。 

 現在、掩体壕本体の構造と強度調査、それから駐車場や外構等の設計の業務に入っ

ているところでございます。 

 それから、ご指摘のその他戦跡、特に飛行隊井戸の整備・保存についてでございま

すけども、現在井戸の見学にあたっては、当該井戸の地権者とこれまでも連絡を取り

ながらですね、ご協力をお願いし、快諾をいただいております。 

 ご指摘のように、周辺にアパートが建っておりまして、貴重な戦跡としての位置付

けは変わりませんけれども、現在のところ井戸にかかわります保存整備については、

具体策は検討できてない状況でございます。 

 財源等も課題となりますので、今後調査研究をしてまいりたいというふうに思って

おります。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次に、⑤の新作映画について、お尋ねいたします。 

 これは、以前１回予算に通っておったと思います。前企画課長さんからお聞きして

おりましたけども、作る方向で進めておるということでですね。 

 それからだいぶん経ちますけれども、何もできておりませんが、どうなっておりま

すでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 記念館映像につきましては、平成２６年度にですね、映像制作委託料として２６０

万を予算化をしております。事業規模が、映像の制作費としてはあまり多くないんで

すけれども、本格的な映像制作は厳しいものの、これまでテレビ局等が制作をした太

刀洗飛行場や特攻をテーマにした映像を編集し、経費を節減した映像制作を予定をし

ておりました。 

 開館当初から現在まで運用をしております映像と違う視点での映像の制作、上映が

記念館の魅力を増すという判断でございました。 

 しかしながら、その制作を見合わせ、減額補正をさせていただいた経緯がございま

す。結果的には、その素材を調査をする段階で、相当の労力と経費がかかることと合
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わせ、当時、今後予定されます地方創生やその他にかかわる補助金や交付金を活用し

てやれるんではないか、そういったことを踏まえて、しっかりと調査研究をし、充実

した映像にすべきとの、当時の判断でございます。 

 そういう経緯があって、現状に至っているわけですけれども、現状、まだ映像の具

体的な制作の具体化には至っておりません。財源やテーマの設定、素材調査と課題も

ございますので、これも申し訳ございませんけども、調査研究ということで、回答さ

せていただきたいというふうに思います。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ぜひ、早急にですね、こうしている間にもたくさんの子どもたちが来てくれており

ます。修学旅行等のですね、ビジュアル面で訴えるものは、本当に分かりやすく大き

なものがありますので、ぜひ、早い対応をお願いいたします。 

 次に、６番のですね、看板や案内板が分かりづらいということで。 

 これは、私、以前にも言っておりました。他の議員さんもですね、先議会で質問さ

れてありました。 

 その後入口の看板にですね、何か一番下にブルーの矢印が設置されたようですが、

シートが貼られたようですが、分かりにくいんですね、ものすごく。 

 記念館のやはり特性からですね、あんまり派手なものはですね、やっぱりいかんと

いうような考え方ということをですね、先ほどの議会で答弁されてあったようです

が、派手と、目立つ看板イコール派手じゃないんですね。やはりそこは研究していた

だいてですね、やっぱり初めて来る方もすぐ手に取るようにわかる、５００号線を西

側、東側から来た場合にですね、西側から来る看板と東側から来る看板が違う、全く

ですね、形状とか違う。 

 やっぱりそこを統一する、なおかつプラス入口の看板も統一することによって、や

はり皆さんがですね、容易に分かって、足を止めてくれるということになると思いま

すが、その辺の改善ができませんでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 記念館の誘導看板につきましては、国道５００号、３８６号、バイパス、それから

県道筑紫野・久留米線等に設置をさせていただいております。 

 看板につきましては、記念館のロゴマークを入れ、デザインの統一性に努めている

ところでございますけれども、１カ所５００号のですね、西側の看板につきましては、

これは大刀洗町が設置をした看板を、そのまま大刀洗平和記念館１．１㎞という表示

がなっていたものですから、それを準用させて、その周辺にはですね、近くには看板

は付けておりません。 

 記念館入口看板につきましても、分かりづらいというご指摘もありました。私もこ

の前見に行きましたけれども、だいぶ紫外線等々でですね、文字が薄くなってきてい

るところもありますので、こういった部分は適宜ですね、目立つように補修等々をや

っていきたいというふうに思っております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次に、（２）の多目的運動公園関連について、お尋ねいたします。 

 ようやく工事も終わり、今月全面オープンするということでですね、たいへん長い

道のりで、多くの方にご尽力をいただき、すばらしい公園ができたと、たいへん喜ん

でおるところでございます。これから町民の皆さんがですね、楽しく遊ぶ姿が目に浮

かぶようでございます。 

 しかし、あれだけ設備がきちっと整った公園でございますので、町外の方もしっか

りと利用していただいて、利用料が少しでも入り、運営経費の足しになればと思うと
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ころでございます。 

 例えばですね、パークゴルフをして、花立山温泉に行って、みなみの里でお土産を

買って帰ってもらうパックツアーとかですね、それとか野球をして温泉で汗を流して

もらって、町内の飲食店で打ち上げをしてもらうとか。 

 町もですね、民活かもしれませんけど、やっぱ町も民間と積極的にですね、連携し

ていただいて、仕掛けを打っていくこともあるのではないかなと思うんですが、その

辺りの町の見解をお尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 多目的運動公園を核とした城山地域の活性化は、町としても取り組むべき課題とし

て認識をしておりまして、現在、城山地域の活性化に向けた資源調査等を行っており

ます。 

 ３月の２６日には城山マルシェと題しまして、青空市場を多目的公園で開催予定に

しております。下髙場区、四三嶋区の方々、それから周辺のですね、特産にかかわる

ような地域資源を持ってある企業の方たちと共同で準備を進めておりまして、試験的

な取り組みではございますけれども、城山の魅力を再確認し、多くの方々に発信でき

ればというふうに思っております。 

 議員が提案された取り組みにつきましても、今後の城山活性化の協議の中で検討さ

せていただきたいというふうに思います。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次に、②のペット同伴の観光客に対しての、ということでお尋ねをいたします。 

 皆さんもお見かけになると思いますが、最近ペットをですね、ワンちゃんとか猫ち

ゃんとか、ワンちゃんが多いんですけども、連れてドライブとかにですね、出てある

姿をよく見るわけでございます。  

 多目的運動公園もですね、やはり子犬等を連れて散歩にお見えになってある方もた

くさん見受けられます。 

 この使用についてですね、ペットを連れて多目的運動公園を使用することに対して

ですね、規則とかですね、何らかのものが設定されてあるものかですね、その辺をお

尋ねしたいと思います。 

 またですね、運動公園あるドッグラン、私はドッグランをつくってもらいたいぐら

いの思いがあるんですけども、現実問題として無理なことも承知するところでござい

ます。 

 私は、実はしっぽお助け隊というですね、地域で動物福祉を中心にですね、頑張っ

てある団体があるわけですが、こちらにたまに顔を出して、いろんな勉強をさせてい

ただくわけですが。やはりそういうふうにペット連れで利用される方はですね、やっ

ぱりもし迷惑かけたらどうしようとか、連れていいのかな、散歩で使用していいのか

なというようなですね、心配をものすごく持ちながらですね、やっぱりマナーを守ら

んといかんということでですね、されてあるところがあると思うんですけれども。 

 そんなのをですね、ぜひ、しっかりルールを明確に周知すること、発信することに

よってですね、多目的運動公園はこのルールの中で使っていただければ、ウェルカム

ですよということによってですね、たくさんの利用者の方が呼べると思うんですが、

そのあたりについてですね、どう考えてあるか、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  都市公園を管理しております都市計画課のほうからお答えいたします。 

 多目的運動公園も都市公園法に基づく筑前町都市公園条例により管理していると

ころでございます。 
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 公園の禁止事項として、第５条に１０項目記載しております。 

 １０号に、各号のほか町長が管理上特に禁止することがあります。一般的には公園

は不特定多数の方が利用されるものになっています。 

 議員言われましたように、公園でのペット同伴と考える場合、犬などが想定される

わけですけれど、人へのかみつきとか吠える、糞問題など、公衆に迷惑をかけること

が危惧されますので、ペット同伴の利用はお断りしている状況です。 

 また、時折公園利用者の方からクレームがあり、苦慮しており、現地指導や注意喚

起看板等を設置して対応している状況です。 

 それから、この頃ペットの飼い方というかですね、先ほど議員が言われたように、

ペットの飼育の仕方とかペットを持つ資格とか、そういうものがヨーロッパとかドイ

ツ、特にドイツがですね、先進国で法整備がなされております。 

 ペットを飼う場合に、ペット税みたいなのをかけられるというふうにも聞いており

ますし、公園もペットが開放されてありますけれど、糞対策としてペットの糞を再利

用する、そして発電をするというか、そういうふうな対策もヨーロッパのほうではさ

れておりますから、日本はまだそういう法整備が完備できていない中では、こういう

問題等々が出ておりますので、現状はこういう取り組みをさせていただいておるとこ

ろでございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  日本とかヨーロッパとかですね、そういう大きな問題じゃないんです。 

 やはりですね、そういうふうなかみつきの恐れがあるから、もう排除しようと、も

うそういうふうなクレームが出る前に排除しようと、ペットの糞を片づけない心配が

あるから排除しようというですね、そういう考え方はやめませんか。 

 ペットを飼っている人にとってはですね、ペットも家族なんです。やっぱり遊びに

行くときは、やっぱり一緒に遊びに行きたいんです。きちっとルールを作ってやれば、

一緒にですね、同じところで楽しむことができるんです。ぜひですね、そちらの方向

でですね。 

 今現在、じゃあ、この運動公園は「ペットは入れません」ということを、きちっと

入口でもなんでも、どこからアプローチをかけても分かるような周知をしてあるかど

うか、その辺は分かりませんけど、ぜひ、利用ができるようにですね、みんなが楽し

い公園ですから、ペットも一緒に楽しく楽しめるような公園づくりをお願いしたいと

思います。よろしくお願いします。 

 時間のほうもありますので、次に行きたいと思います。 

 次にですね、（３）の１についてお尋ねいたします。 

 町内各観光地を繋ぐルート整備ということでですね、道路そのものについてもそう

なんですが、まずですね、観光マップ、これについてお尋ねしたいと思います。 

 先日ですね、ちょっと高速道路で南のほうに行ってきたんですが、広川パーキング

に寄ったときにですね、ガイドブック、これが置いてあってですね、これはしっかり

とした厚い雑誌でした。八女市が作ってありました。 

 これにですね、自転車でまわる八女市ということでですね、あったんですけど、早

速次の休みにですね、八女にガイドブックを持って行ってきました。自転車でぐるっ

とまわったわけですが、たいへん有意義に、時間配分もきちっと書いてあって、ほん

と満足して１日を過ごすことができたというようなですね、ガイドブックがありまし

た。 

 本町にももちろんあります。うちもあるのかなと思って、いろいろ調べたわけです

が、いろいろございました。 

 先日の地域おこし協力隊の報告の中にもございました。何か大刀洗記念館付近のグ

ルメマップ、これいいなと思ってですね、早速活用させていただいておるんですが。 
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 いかんせんですね、この中心になるようなガイドブック、これがですね、１枚もの

の広く広げて、これも年数が経っておりました。改訂はしてあったみたいですが、も

うちょっとですね、しっかりとした中心になるようなガイドブックがあってもいいの

ではないかなと思うんですが、その辺りについて、どうお考えでしょうか、お尋ねい

たします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 現行の筑前町で作成をしております観光マップにつきましては、観光地等はもちろ

ん神社、古墳等に加え、特産や店舗もですね、紹介をさせていただいております。 

 一般的なパンフレットよりも縦長にしまして、パンフレット後段に置いたときに手

に取りやすいように、目立つようにという、こちらなりのですね、工夫で作成はさせ

ていただいておりますけれども、そういう状況でございます。 

 また、観光マップの他に登山道の散歩道ガイドマップ、これはアウトドアショップ

等でも配布をさせていただいておりますし、先ほども議員が言われましたように、地

域おこし協力隊によります記念館周辺のレストランマップ、今、別にですね、デザイ

ン性をちょっと重視をした観光パンフレット、特に女性向けの観光パンフレットとい

うことで、地域おこし協力隊のメンバーが作成をしております。 

 もう少ししたらできると思いますけども、シンプルなデザインで、非常にデザイン

性の高いパンフレットということで、女性を中心にこのパンフレットを配布をさせて

いただいて、筑前町に興味を持ってもらえるものになるんではないかなというふうに

思っています。 

 ご提案の総合的なパンフレットの製作については、もう少しちょっと参考にさせて

いただきながらですね、今後の観光パンフレットの全面改訂のときの参考にさせてい

ただきたいというふうに思います。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次に、ＳＮＳですね、ソーシャルネットワークサービス、これをですね、もっと使

って、活用してもいいのではないかということでお尋ねいたします。 

 大刀洗平和記念館、みなみの里、地域おこし協力隊なんかはですね、それぞれにこ

のＳＮＳのページをFacebook等のページを持ってあります。 

 しかし、お隣りの大刀洗町さんあたりは、このホームページにですね、町の公式

Facebookページ、これがバナーを張り付けてフル活用されてあります。 

 このFacebookは、特にリアルタイムな情報の提供をですね、これをものすごく有

効と思っておりますが、うちの町は予定されることはないでしょうか、お尋ねいたし

ます。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 筑前町の公式のFacebookは現在ございませんけれども、また Facebookが有効な

情報発信の手段ということも認識をしております。 

 既にFacebookが立ち上がっております、先ほど議員も言われました記念館やみな

みの里、地域おこし協力隊とうまく連携をしながらですね、Facebook が対応できな

いかということを、ちょっと検討していきたいというふうに思っております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次にですね、３番のドローンを使って観光スポットを紹介してはということで、お

尋ねいたします。 

 地域おこし協力隊の報告会の中でも、先日ドローンの勉強を今していますというこ

とでてすね、報告があっておりました。ぜひ、これを有効に活用していただきたいと
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思うわけです。 

 先日、東峰村でむらづくり・ひとづくり講演会で、ドローンを知る９０分というこ

とで講演会があっておりました。私は早速事務局を通してお願いしましてですね、勉

強に行ってきたんですが。 

 やはりこのドローンというのはですね、ただ上げて、上から俯瞰図ですね、俯瞰的

に撮ればいいということじゃなくて、やはり切り取り方なんかでですね、全然違うそ

うなんです。 

 だからやっぱりそこをですね、しっかりとそういうふうな研修をするということに

なると、また結構な研修経費もかかるかもしれませんが、しっかりそこを投入してい

ただいてですね、ドローンを取り入れるならですね、ちょっと高いレベルの活用をし

ていただいて、今申し上げましたFacebook等々にもしっかりとアップして、町を紹

介できるような取り組みをしていただきたいんですが、その辺りは、見解をお願いい

たします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 いわゆるドローン、小型無人航空機と言いますか、これが非常にですね、情報発信

のツールとして、今までと違った景色が見えるということもあって人気を呼んでおり

ます。 

 実は地域おこし協力隊の活動の中でも、このドローンを使った情報発信をやってい

こうということで、今、準備を進めているところでございます。 

 協力隊の隊員、カメラの腕はかなりのものをもっておりますので、あと操作技術

等々を訓練をしながら、それから、カメラについても経費の関係がございますので、

できるだけ良いものをと思いますけれども、予算等の関係もありますので、そういっ

たことも含めてですね、今後準備を進めてまいりたいというふうに思っております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  ぜひ、有効活用をお願いしたいと思います。 

 それから、４番、５番については、ちょっと時間がありませんので、また次回に回

わさせていただきたいと思います。 

 （３）の⑥について、お尋ねいたします。 

 先ほどから申し上げております平和記念館それからみなみの里ですね、これは県道

５９７号線、これによってほぼ結ばれて、北の端と南の端ということでですね、結ば

れております。 

 この通り沿いには皆さんご存じのとおりに、上高場の大藤とかですね、草場川の桜

並木、今度できる運動公園、また掩体壕もですね、その道沿いでございます。 

 せっかくですね、こういうふうな１本の線上にですね、観光地が結ばれております。

これは観光事業の重要路線と銘打ってですね、この路線を銘打って進めていくとかで

すね、できませんでしょうか。 

 またですね、残念なことにその路線の中でですね、栗田の信号からちょっと下った

とこ、これは狭い部分が４０mぐらいの長さなんですけど、あるんですね。 

 これは以前ですね、その当時担当された課長さん、またですね、地元の町議さん、

地元の区長さん並びにですね、一生懸命皆さん頑張っていただいて取り組まれたとい

うことはお聞きしております。 

 地権者の方もですね、やっぱり協力したいという意思もあるということでですね、

お聞きしたんですが、不動産売買ということで、民間のですね、不動産売買というこ

とになります、いろんな条件からですね、合意に至らなかったということは聞いてお

るんですが、こうなってですね、今の状態に上、下が全部なってしまって、今度はも
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うちょっと下の丸町から久光まで行っておる路線ですね、あの線も交差点が改善され

て良くなるということを聞いております。あそこだけが残るんですね、残念なことに。 

 これをですね、早急にどうかですね、その当時駄目だったからもうできないじゃな

くて、もう日数も経ちます。日にちも経ちます。どうぞですね、これからまた取り組

んでいただきたいと思うんですが、どうお考えでしょうか、お尋ねいたします。 

 議  長  建設課長 

 建設課長  県の事業ではございますけども、私のほうから回答させていただきたいと思いま

す。 

 ご質問の県道５９７号、三箇山・山隈線でございますけども、この未改良区間の拡

幅は、当然必要とは考えております。 

 この区間につきましては、昭和５６年に測量設計がされているようでございまし

て、その間いろいろと協議がなされているというふうに聞いております。 

 直近では平成２３年から２４年にかけまして、道路管理者でございます朝倉県土整

備事務所と町と協力しながら、精力的に協議がなされておるようでございますけど

も、残念ながら最終的には合意には至っていないようでございます。 

 そのようなことから、現在、朝倉県土は他の事業もやっておりますので、そこの改

良については、休止の状態になっているようでございます。 

 当然、改良は必要な箇所と思いますので、当面の事業箇所が早期完成するように要

望しながら、併せて県土のほうに要望してまいりたいと思っております。以上でござ

います。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  次に、（４）の町独自の観光協会の設置をということで、お尋ねいたします。 

 今現在ですね、本町は朝倉観光協会との共同事業であったり、協賛であったりとい

うことで、観光事業を進めてあります。それぞれの職員が一生懸命頑張って成果を残

してあるところも、もちろん見受けられます。 

 しかし、例えば先日、ワラ・ゴジラ１１万人の観光客の方がおみえいただきました。

本当にありがたいことでございます。私の知り合いもテレビで見てですね、福岡から

来たそうなんですが、もっと露店とかいっぱい立ってですね、祭り当日はもちろんた

くさんあったんですけど、その後一時ですね、いろんな放送で取り上げられてきたも

んですから、来たけど何もなかったと。１軒だけ、なんか露店されてあったというこ

とで、見て、帰って、帰り孫を連れておったけん、帰りに筑紫野のイオンで買い物し

てですね、なんか買ってやって帰ったよというようなことがあって、何やってんの筑

前町は、もったいないということを聞いたんですね。 

 やはり町の知名度としてはですね、１１万人来て上がったと思うんですが、やはり

直接的に、後に何かに繋がっていくような取り組みもですね、必要だと思います。 

 そういうふうな総合的に考えるとですね、やっぱり観光協会等を設置して、計画的

に、専属の高いスキルを持った職員の方をですね、配置して取り組む、これはたいへ

ん有効になるんじゃないかなと思うんですが、また外部団体をですね、町がつくると

いうのもですね、なんか変な話ではあるんですけども、やっぱり口火は切ってもらわ

ないかんと思いますが、その辺りについてどうお考えか、お尋ねいたします。 

 議  長  企画課長 

 企画課長  お答えいたします。 

 町に観光協会を設置するメリットとしましては、観光施策に特化ができるというこ

と、旅行者等への迅速な対応や利便性をはかることが、期待ができるようになると思

います。 

 一方で観光を取り組むためには、様々な業務に取り組むことが必要で、観光イベン
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トの主催や参加、工夫を凝らした情報発信、あるいは各種事業の企画や事業者との連

絡調整等々多くの業務が必要となってまいります。 

 この財源につきましては、協会会員からの会費のみではなかなか経営していくこと

が厳しいこともあり、その財源の多くをですね、行政から支援を講じなければならな

いというのが現状でございます。 

 まずは、観光を単なる名所旧跡の鑑賞で終わらせるのではなく、稼ぐ視点を持って

関係機関と連携をしながら、また昨年７月に導入しました地域おこし協力隊と協力を

しながら、積極的な町のＰＲと観光の取り組みを進めていきたいというふうに思いま

す。 

 その後に、さらに観光客、観光施設が増加をし、事業者から観光協会の設立等々の

機運が盛り上がった段階でですね、再度観光協会の設立については、検討するのが適

期ではないかなというふうに思っております。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  最後の質問でございます。 

 私は最近ではありますが、健康増進も含めて、自転車であちらこちらに行っており

ます。まだ初心者で長い距離は乗れないんですが、先日大分の耶馬渓のメイプル耶馬

サイクリングロードですか、あそこはたいへん良いところでした。これは初心者向け

でですね、整備がされてありました。 

 他にも大分県にはやまなみハイウェーコースとかですね、今度５月にはツールド国

東ですか、という企画もされてあるようでございます。この県を挙げてサイクリング

大国としてですね、今取り組んであります。 

 また、お隣の佐賀県では皆さんもご存じのとおり、バルーンの大会を誘致しまして

地域のバルーン大会、何もなかった、何もなかったとは失礼ですけど、地域でバルー

ンのあれだけ大きな世界大会が開催されるということでですね、もう世界レベルで知

られるようになったということですね。 

 これらはもちろん町の規模ではございませんが、町でもですね、何か核になるよう

なものを持って来て、あそこの町は何とかの町なんだというふうにですね、みんなが

知れ渡るようなですね、今度のワラ・ゴジラにしてもそうかもしれません。やっぱり

そういうのをですね、核になるものを持って来てですね、取り組んでいただきたい。 

 確かに記念館とみなみの里はですね、事業展開しておりますので、そこを中心とい

うのは分かりますが、やはりもっと多くの町民の方、老若男女ですね、全部含めたと

ころで、直接関わってですね、町民それぞれが元気が出てくるようなですね、そうい

うふうな大きな仕掛け、これをしていただきたいと考えますが、これからの観光戦略

のですね、全体像を含めて、時間も５分しかありませんが、町長の見解をお尋ねいた

します。 

 議  長  町長 

 町  長  お答えいたします。 

 観光というテーマですね、なぜ観光をおこすのかというところであります。その狙

いは様々にあろうと思います。 

 観光とはその名のとおり、非日常的なものを味わうんだと、そのために人はやって

来るんだということが、１つ観光の目的であろうかもしれません。 

 と同時に、やはり経済効果を狙ってるんですね、正直なところ。経済効果がないと

ころにはですね、継続性も、それから何と言いますか、安定性もないと私は考えおり

ます。 

 本町の場合を客観的に見ますとですね、延べ１００万人近く来てるんです。夜須高

原に来ております。それから花立山温泉に来ております。みなみの里も観光施設みた
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いなもんです。それから大刀洗記念館にも１０万人来ている。この絶対人口はですね、

かなり観光人口としては多い方だと思っております。 

 特にみなみの里ができて、６、７年前はですね、急に福岡県の観光人口が増えたん

です。その影響はうちのみなみの里でした。 

 そういったふうに３０万規模で観光人口が増えるというのはですね、極めてまれで

あります。 

 ただ課題がありましてですね、宿泊地を持たない観光地は経済効果が伸びないとい

うことであります。要は、みなみの里であっても１人当たり千何百円、記念館であっ

ても５００円、４００円の世界、これではやっぱり経済効果は生まれないんです。 

 ですから、みなみの里に７０万、８０万来るならば、ブラス１,０００円使うような

仕掛けをすること、これが私は今からの、うちの町の観光政策としては重要ではなか

ろうかと、そのようにも考えております。 

 それからもう１点はですね、私は論語にもありますように、住んで良かった、そし

てそれを聞いて、尋ねて来て良かったと。これは、順序が逆では全くありませんで、

住んでいる人が良い生活をすること。それを尋ね歩いて来た人は、「ああ、良いとこ

ろに住んでいるね、また私も住みたい」とそれが私は本来の地域づくりのあり方だろ

うと、私は思っております。 

 そして定住人口が仮に１万人増えるとします。１万人の人は３６５日そこで生活を

します。となると３６５万人の観光客と同じということになりますし、経済効果は生

まれるわけであります。 

 しかるにおいて、わが町の非常に特徴的というか恵まれている点はですね、定住人

口もいくらか伸びが期待できる。将来的には減少ですけど、当面は伸びができる。こ

の１０人でも１００人でも増やすことはですね、非常に地域内経済循環を起こしま

す。 

 そういったところで、ぜひ、定住にも目を付けた経済政策というのが、私は重要だ

ろうと思っております。 

 この人口が増えるがゆえに、３８６なり５００号なりの沿線はですね、いろんな事

業所が潤うわけでありましてですね、そういったのも私は観光と併せて地域内循環の

経済効果で行くべきだろうと思っております。 

 ただ、スーパーなんかは日常生活品を出しますから、観光客にとってはあまり魅力

がないんですね。その辺のところの組み合わせ、それと太宰府との接点だろうと思い

ます。７００万、８００万来ている太宰府の大観光地をですね、何分の１か何十分の

１かでも来てもらえれば、そういった魅力あるものを目につければ、距離が非常にち

こございますので、そういった政策を今後取るべきだろうと。 

 ですから、甘木朝倉の文化をしっかり持ちながら、太宰府としっかり結ぶ、そうい

った政策が観光政策だろうと思っております。以上です。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  熱く語っていただいてありがとうございます。ぜひ、期待したいと思います。 

 町長、日ごろから言われるようにですね、人はですね、見られることによって輝く

と、元気が出ると、この言葉が大好きなんです。 

 やっぱり観光客にどんどん入っていただいですね、町民が元気になるような施策、

これをですね、望んでおりますので、ぜひよろしくお願いいたしまして、私の一般質

問を終わりたいと思います。ありがとうございました。 

 議  長  これで、６番 木村博文議員までの一般質問を終結します。 

 散  会  

 議  長  これで、本日の日程は、全部終了しました。 
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 明日は一般質問２日目です。午前１０時より開始します。 

 本日は、これにて散会します。 

 お疲れさまでした。 

（１５：３９） 

 


